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前 書 き 

一般貨物自動車（トラック）運送事業では、他産業よりも時間外労働が長い一方で年間賃

金は低いこともあり、トラック運転者が慢性的に不足している状況にある。今後、生産年齢

人口の減少により、運転者不足は更に拍車がかかることが予想される。特に、北海道は、広

大な土地に都市が散在する広域分散型の地域構造となっていることや貨物輸送の 9 割以上を

トラック等の自動車輸送に依存していることから、労働環境の改善等によるトラック運転者

の確保が大きな課題となっている。 

このような状況を踏まえ、「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）」（令和 3年 6月 15

日閣議決定）（注 1）では、物流標準化の推進や時間外労働の上限規制の適用を見据えた労働力

不足対策の加速と物流構造改革の推進等をすることとされている。加えて、新たな物流の仕

組みとして、企業や業界の垣根を越えて、貨物情報や車両・施設などの物流リソースの共有

化・標準化を図る「フィジカルインターネット」（注 2）による物流の効率化が注目されている。 

また、一般貨物自動車運送事業者（以下「事業者」という。）は、輸送の安全を確保するた

め、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83号）に基づく基準等の遵守が求められており、

総合物流施策大綱においても、物流標準化等の施策を講ずるに当たり、輸送の安全の確保は

大前提とされている。 

本調査は、持続可能な物流の確保・安全対策を推進する観点から、北海道の物流の現状を

把握した上で、トラック運転者を確保するための労働環境の改善に向けた取組状況、物流の

効率化に向けた取組状況、事業者の安全対策の実施状況等を調査し、関係行政の改善に資す

るために実施したものである。 

（注 1） 総合物流施策大綱（2021 年度～2025 年度）では、ⅰ）物流デジタル・トランスフォーメーションや物

流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（物流デジタル化の強力な推進、物流標

準化の取組の加速等）、ⅱ）労働力不足対策と物流構造改革の推進（トラック運転者の時間外労働の上限

規制を遵守するために必要な労働環境の整備等）等が掲げられている。 

（注 2） フィジカルインターネットは、トラック等の輸送手段と倉庫のシェアリングによる稼働率向上と燃料消

費量抑制によって、持続可能な社会を実現するための物流システムである。 



目 次 

第１ 調査の目的等 ………………………………………………………………………………  1 

１ 目的 ………………………………………………………………………………………… 1 

２ 調査対象機関 ……………………………………………………………………………… 1 

３ 担当部局 …………………………………………………………………………………… 1 

４ 実施時期 …………………………………………………………………………………… 1 

第２ 北海道における貨物自動車運送事業の概況 …………………………………………… 2 

１ 自動車輸送による貨物輸送 ……………………………………………………………… 2 

２ 一般貨物自動車運送事業者数及び営業収益 …………………………………………… 4 

３ トラック運転者について ………………………………………………………………… 5

(1) 運転者数 …………………………………………………………………………………  5 

(2) 年間平均労働時間 ……………………………………………………………………… 6 

(3) 年間平均所得 …………………………………………………………………………… 7 

第３ 調査の結果 ………………………………………………………………………………… 8 

１ 持続可能な物流の確保対策 ……………………………………………………………… 8 

(1) 北海道の物流の現状 …………………………………………………………………… 8 

(2) トラック運転者の労働環境改善に関する取組状況 ………………………………… 12 

(3) 物流の効率化に向けた取組状況 ……………………………………………………… 28 

２ 一般貨物自動車運送事業の安全対策 …………………………………………………… 45 

【制度の概要等】……………………………………………………………………………… 45 

(1) 一般貨物自動車運送事業者の安全対策 …………………………………………… 45 

(2) 地方運輸局による一般貨物自動車運送事業者の安全対策に対する監査 ……… 46 

【調査結果】 …………………………………………………………………………………… 46 

(1) 北海道運輸局による監査等の実施状況 ……………………………………………… 46 

(2) 一般貨物自動車運送事業者の安全対策の実施状況 ………………………………… 51 

【課題】 ………………………………………………………………………………………… 56 

(1) 北海道運輸局による監査の実施に関する課題 ……………………………………… 56 

(2) 一般貨物自動車運送事業者に対する情報提供に関する課題 ……………………… 57 

(3) 一般貨物自動車運送事業者の安全対策に関するその他の課題 …………………… 57 

【所見】 ………………………………………………………………………………………… 58 



図表目次 

１ 持続可能な物流の確保対策 

図表 1-⑴-① 運転者が不足している事業者における運転者を募集した 

際の状況及び運転者が不足している要因に関する認識 ……………… 10 

図表 1-⑴-② 事業者における運転者の確保に向けた取組 …………………………… 11 

図表 1-⑵-① 運輸省地域交通局長及び貨物流通局長と労働省労働基 

 準局長との覚書 …………………………………………………………… 18 

図表 1-⑵-② 自動車運転者の労働条件改善のための相互通報制度に 

ついて（平成 18年 2月 13日付け国自総第 506号、国自 

旅第 238号、国自貨第 105号自動車交通局長通達） …………………… 19 

図表 1-⑵-③ 自動車運転者の労働条件改善のための地方運輸機関と 

 の相互通報制度について（平成 28 年 8 月 8 日付け基発 

 0808第 1号労働基準局長通達）…………………………………………… 21 

図表 1-⑵-④ 標準的な運賃の告示（概要）……………………………………………… 22 

図表 1-⑵-⑤ 監督指導の仕組み ………………………………………………………… 24 

図表 1-⑵-⑥ 荷主との運賃交渉時における標準的な運賃の活用状況 ……………… 25 

図表 1-⑵-⑦ 北海道運輸局による標準的な運賃の周知に向けた取組 

 の実施状況 ……………………………………………………………… 26 

図表 1-⑵-⑧ 「持続的で安定した輸送力を確保するためにトラック 

輸送の【標準的な運賃】が定められました」（令和 3年 1 

月 12 日付け北海道運輸局、北海道労働局、北海道経済 

産業局及び北海道農政事務所発出） …………………………………… 27 

図表 1-⑶-① 総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）概要 ……………………… 34 

図表 1-⑶-② フィジカルインターネット・ロードマップ（2022年 3月） ………… 35

図表 1-⑶-③ 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成 

17年法律第 85号）の概要 ………………………………………………… 36 

図表 1-⑶-④ 認定された総合効率化計画の内容 ……………………………………… 37 

図表 1-⑶-⑤ 「持続的で安定した輸送力を確保するために～荷主の皆 

様にご協力いただきたいことがあります～」（令和 3年 12 

月 10日付け北海道運輸局、北海道労働局、北海道経済産 

業局及び北海道農政事務所発出） ……………………………………… 38 

図表 1-⑶-⑥ 北海道地方協議会が実施する実証事業の概要 ………………………… 39 

図表 1-⑶-⑦ 北海道地方協議会が実施する実証事業に関する意見 ………………… 40 

図表 1-⑶-⑧ 物流の効率化に関する取組の実施内容（書面調査） ………………… 41 

図表 1-⑶-⑨ 物流の効率化を進める上での課題（書面調査） ………………………… 42 

図表 1-⑶-⑩ 物流の効率化に関する取組の実施内容 ………………………………… 43 



図表 1-⑶-⑪ 物流の効率化を進める上での課題 ……………………………………… 44 

図表 1-⑶-⑫ 物流の効率化に関する取組事例集についての意見 …………………… 44 

２ 一般貨物自動車運送事業の安全対策 

図表 2-⑴-① 自動車運送事業（一般貸切旅客自動車運送事業を除く。） 

  の監査方針について」（平成 25年北海道運輸局公示第 35 

号）＜抜粋＞ ………………………………………………………………… 59 

図表 2-⑴-② 通報を受けてから 2年以上が経過した後に一般監査が実 

施されている例 ……………………………………………………………… 60 

図表 2-⑴-③ 安全対策に関する普及啓発・情報提供の主な実施状況 

（令和 4年度） ……………………………………………………………… 60 

図表 2-⑴-④ 事業用自動車の車体表示の指導について（令和元年 6月 

 18日付け北海道運輸局自動車交通部長通知）…………………………… 61 

図表 2-⑵ 事業者の独自の安全対策の実施内容 ……………………………………… 63 



- 1 -

第１ 調査の目的等 

１ 目 的 

本調査は、持続可能な物流の確保・安全対策を推進する観点から、北海道の物流の現状

を把握した上で、トラック運転者を確保するための労働環境の改善に向けた取組状況、

物流の効率化に向けた取組状況、一般貨物自動車運送事業者（以下、単に「事業者」とい

う場合は「一般貨物自動車運送事業者」を指す。）の安全対策の実施状況等を調査し、関

係行政の改善に資するために実施したものである。 

２ 調査対象機関 

(1) 調査対象機関

北海道運輸局、北海道経済産業局、北海道労働局

(2) 関連調査等対象機関

北海道、事業者、関係団体等

３ 担当部局 

北海道管区行政評価局評価監視部第五評価監視官 

４ 実施時期 

令和 4年 7月～5年 3月 



- 2 -

第２ 北海道における貨物自動車運送事業の概況 

１ 自動車輸送による貨物輸送 

北海道では、図 1-①のとおり、令和 2年度における道内間の貨物輸送量 384,960千ト

ンのうち、トラック等の自動車輸送が 376,986 千トン（97.9％）を占めており、自動車

が物流を支える重要な輸送手段となっている。 

図 1-① 令和 2 年度における道内間の貨物輸送量（輸送手段別） 

貨物輸送量
384,960千トン
（100％）

自動車輸送
376,986千トン
（97.9％）

海上輸送
7,610千トン
（2.0％）

鉄道輸送
271千トン
（0.1％）

航空輸送
93千トン
（0.0％）

(注) 「貨物地域流動調査」（国土交通省）に基づき当局が作成した。 

また、同じく令和 2 年度における道内地域間の自動車輸送による貨物の流動状況をみ

ると、図 1-②及び表 1のとおり、室蘭地域発・札幌地域着の輸送が 11,599 千トンと最も

多くなっている一方、札幌地域発・室蘭地域着の輸送は 5,334 千トンと半数程度になっ

ているなど、地域間によっては、往路と復路の輸送量が大きく異なっている。さらに、平

成 29 年度から令和 3 年度までの貨物自動車の積載効率は、図 1-③のとおり、全国では

40％弱、北海道では 35％前後で推移しており、北海道は一貫して全国よりも低くなって

いる。 
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図 1-② 令和 2 年度における道内地域間の自動車輸送による貨物の流動状況 

） 

1,000千トン未満
1,000千トン～2,000千トン未満

2,000千トン～3,000千トン未満

3,000千トン～10,000千トン未満

10,000千トン以上
旭川

札幌

函館

室蘭

帯広

釧路

北見

(注) 1 「貨物地域流動調査」（国土交通省）に基づき当局が作成した。 

2 図の□で囲まれた名称は北海道を 7地域に区分した場合の地域名であり、それぞれ次の総合振興局 

等の管轄区域を範囲とする。 

札幌：石狩、空知（深川市及び雨竜郡を除く）、後志 

旭川：上川、宗谷、留萌、空知（深川市及び雨竜郡） 

函館：檜山、渡島 

室蘭：胆振、日高 

釧路：釧路、根室 

帯広：十勝 

北見：オホーツク 

表 1 令和 2 年度における道内地域間の自動車輸送による貨物の流動状況（発着地域別の輸送量） 

発着地域 札幌着 旭川着 函館着 室蘭着 釧路着 帯広着 北見着 計 

札幌発 102,143 3,259 1,190 5,334 769 1,945 962 115,602 

旭川発 3,681 46,218 14 1,119 19 638 288 51,977 

函館発 601 139 28,915 333 0 0 7 29,995 

室蘭発 11,599 862 714 43,558 439 1,400 408 58,980 

釧路発 391 53 9 277 31,106 2,266 1,261 35,363 

帯広発 808 645 42 1,540 1,990 49,009 746 54,780 

北見発 508 680 60 667 568 537 27,270 30,290 

計 119,731 51,856 30,944 52,828 34,891 55,795 30,942 376,987 

（単位：千トン

(注) 「貨物地域流動調査」（国土交通省）に基づき当局が作成した。 
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図 1-③ 貨物自動車の積載効率 

（

39.7%
39.0%

37.8% 38.2% 38.6%

36.9%

34.7%

32.9%

37.1%

35.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

42.0%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

全国 北海道

(注) 1 「自動車輸送統計調査」（国土交通省）に基づき当局が作成した。 

2 積載効率は、「輸送トンキロ÷能力トンキロ」により算出した。 

3 全国、北海道ともに営業用登録自動車（普通車、小型車及び特種用途車）の輸送 

トンキロ及び能力トンキロを基に算出した。

２ 一般貨物自動車運送事業者数及び営業収益 

平成 28年度から令和 2年度までの北海道における一般貨物自動車運送事業者数は、図

2-①のとおり、平成 28 年度の 3,497 事業者から横ばいで推移しており、令和 2 年度は

3,491 事業者となっている。 

図 2-① 北海道における一般貨物自動車運送事業者数 

3,497 3,471 3,496 3,470 3,491

100.0% 99.3% 100.0% 99.2% 99.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

0

600

1,200

1,800

2,400

3,000

3,600

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業者数 対平成28年度比

単位：事業者） 

(注) 1 「数字で見る北海道の運輸 令和 3年版」（北海道運輸局）に基づき当局が作成した。 

2 霊きゅう運送事業者を除く。 
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また、平成 28年度から令和 2年度までの一般貨物自動車運送事業の営業収益は、図 2-

②のとおり、全国（1者平均）では 2億円代前半、北海道（1者平均）では 1億円代後半

で推移しており、北海道は一貫して全国よりも営業収益が低くなっている。 

図 2-② 一般貨物自動車運送事業の営業収益 

213,751 219,693
236,396

218,203
231,981

178,484
163,820

182,313
191,356 187,628

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

270,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

全国（1者平均） 北海道（1者平均）

（単位：千円） 

(注) 「経営分析報告書」（公益社団法人全日本トラック協会）に基づき当局が作成した。 

３ トラック運転者について 

⑴ 運転者数

平成 22 年、平成 27 年及び令和 2 年の北海道におけるトラック運転者数をみると、

図 3-①のとおり、平成 27年は平成 22年の 39.0千人から減少し 36.8 千人、令和 2年

は平成 27年から増加し 37.6千人となっているが、平成 22年と比較すると減少傾向に

ある。 
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図 3-① 北海道におけるトラック運転者数 

39.0 36.8 37.6

100.0%
94.4% 96.4%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

平成22年 平成27年 令和2年

トラック運転者数 対平成22年比

（単位：千人） 

(注) 1 「国勢調査」（総務省）に基づき当局が作成した。 

2 「トラック運転者」は、「国勢調査」における「道路貨物運送業」の「自動車運転 

従事者」を指す。 

⑵ 年間平均労働時間

平成 29 年から令和 3 年までの北海道におけるトラック運転者と全産業の年間平均

労働時間を比較すると、図 3-②のとおり、全産業は 2,100時間程度で推移しているの

に対し、営業用大型トラック運転者は 2,600 時間程度、営業用普通・小型トラック運

転者は 2,500時間程度で推移しており、一貫して全産業よりも長くなっている。 

図 3-② 北海道におけるトラック運転者と全産業の年間平均労働時間 

2,760
2,628 2,628

2,532

2,580

2,544
2,448

2,508

2,556

2,412

2,148 2,148
2,088 2,100 2,124

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

2,800

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

営業用大型トラック運転者 営業用普通・小型トラック運転者 全産業

（単位：時間） 

(注) 1 「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）に基づき当局が作成した。 
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2 「営業用大型トラック運転者」、「営業用普通・小型トラック運転者」は、それぞれ 

「賃金構造基本統計調査」における「営業用大型貨物自動車運転者」、「営業用普通・ 

小型貨物自動車運転者」を指す。 

⑶ 年間平均所得

平成 29 年から令和 3 年までの北海道におけるトラック運転者と全産業の年間平均

所得を比較すると、図 3-③のとおり、営業用大型トラック運転者は平成 29 年及び令

和 2 年を除き全産業よりも低くなっており、営業用普通・小型トラック運転者は一貫

して全産業よりも低くなっている。 

図 3-③ 北海道におけるトラック運転者と全産業の年間平均所得 
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（単位：万円） 

(注) 1 「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）に基づき当局が作成した。 

2 「営業用大型トラック運転者」、「営業用普通・小型トラック運転者」は、それぞれ 

「賃金構造基本統計調査」における「営業用大型貨物自動車運転者」、「営業用普通・ 

小型貨物自動車運転者」を指す。 
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第３ 調査の結果 

１ 持続可能な物流の確保対策 

⑴ 北海道の物流の現状

調査結果等 説明図表番号 

ア 北海道内の一般貨物自動車運送事業者における運転者の充足状況

平成 29年度から令和 3年度までの北海道におけるトラック運転者

と全職業の有効求人倍率を比較すると、図 1-⑴のとおり、トラック

運転者の有効求人倍率は全職業よりも高くなっている。 

図 1-⑴ 北海道内のトラック運転者と全職業の有効求人倍率 
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

トラック運転者 全職業

（単位：倍）

（注）1 「職業安定業務統計」（厚生労働省）及び北海道労働局の資料に基づき

当局が作成した。 

2 「トラック運転者」は、「職業安定業務統計」における「貨物自動車運

転手」を指す。 

上記のとおりトラック運転者の有効求人倍率は他産業に比べて高

い状況にあるが、当局が事業者における運転者の不足状況について

実地に調査したところ、10 事業者のうち 5 事業者で運転者が不足し

ているとし、残りの 5事業者では必要な運転者を確保していた。 

イ 運転者が不足している要因

当局が実地に調査した 10事業者のうち、運転者が不足していると

する 5事業者では、運転者の募集等の状況について、「募集等により

新しい運転者が入社しても早期に退職する場合がある」、「運転者の

募集をしても応募がない」等と説明している。 

また、運転者が不足する要因については「給与額が低い」、「休暇を

取得しにくく残業が多い」、「重労働や危険といったイメージがある」

図表 1-⑴-① 
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などの認識を有している。 

なお、給与額が低い理由については「トラック運送業は多重下請

けを前提とした構造になっているので、下請けの事業者が給料を上

げるのは難しい」、「運転者の給与を上げるために運賃を高くすると、

荷主が運賃の低い他の事業者に契約先を変更してしまうため、給与

を上げることが難しい」といった意見があった。 

ウ 運転者の確保に向けた取組

当局が実地に調査した 10 事業者では、運転者を確保するため、ⅰ）

中型・大型自動車免許の取得に要する費用の負担など免許の取得の

支援、ⅱ）学校訪問、高校生のインターンの受入れなどの採用活動、

ⅲ）荷物の積込みを行う作業員の増員などの業務負担の軽減のほか、

受注の締切時間を 1 時間早めることによる業務開始時間及び終了時

間の厳守の徹底、育児や介護の休暇制度の導入などの取組が行われ

ている。 

図表 1-⑴-② 
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図表 1-⑴-① 運転者が不足している事業者における運転者を募集した際の状況及び運転者 

が不足している要因に関する認識 

事業者名 運転者を募集した際の状況 運転者が不足している要因に関する認識 

Ａ事業者 

・ 募集等により新しい運転

者が入社しても早期に退職

する場合がある。 

・ 働き方改革により労働時間が減少し給与が下がっ

て働きがいがなくなった。事業者としては、給与を上

げたくてもトラック運送業は多重下請けを前提とし

た構造になっているので、下請けの事業者が給料を

上げるのは難しい。 

・ 自動車免許を取得する若者が減った。

・ 少子化が進んでいる。

・ 体を使う仕事に就きたくない者が増えた。

Ｂ事業者 
・ 運転者を募集しているも

のの応募が少ない。 

・

・ 

製造業の求人と競合している。

重労働や危険といったイメージがある。

Ｃ事業者 
・ 運転者を募集しても応募

がないときがある。 

・ 

得

運転者は事務職など他の職種と比較して休暇を取

しにくく残業が多い。 

Ｄ事業者 
・ 運転者を募集しても応募

がない。 

・ 職種に職場環境が良くないイメージが定着して敬

遠されている。 

Ｅ事業者 

・ 応募者は多いが採用後、

ノウハウ等を習得して一人

前になると、給与が高い他

社に引き抜かれてしまうこ

とが多い。 

・ 給与額が低い。事業者としては、運転者の給与を上

げるために運賃を高くすると、荷主が運賃の低い他

の事業者に契約先を変更してしまうため、給与を上

げることが難しい。

（注） 当局の調査結果による。 
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図表 1-⑴-② 事業者における運転者の確保に向けた取組 

事業者名 対策の項目 対策の実施内容 

Ａ事業者 免許取得の支援  中型・大型自動車免許の取得に当たっては、取得後 3 年間勤続

することを条件に免許の取得費用を全額会社が負担 

手当の支給 手荷役に対する手当の支給 

採用活動の充実 従業員による運転者の紹介制度の運用 

Ｂ事業者 免許取得の支援  中型・大型自動車免許の取得費用に関する補助制度の運用（半

額を会社が負担し、残り半額は会社から貸付け等） 

採用活動の充実 高校生のインターンの受入れ 

Ｃ事業者 免許取得の支援  大型自動車免許の取得にかかる費用約 30 万円を全額会社で負

担。その他、ユニック車（クレーンを装備しているトラック）の

操作のための講習の受講料や免許の取得費用約 7 万円を全額会

社負担 

Ｅ事業者 免許取得の支援 免許取得費用の全額貸付け（2 年間の継続勤務で返済不要） 

仕事と家庭の両立  女性の運転者が子育てのために退社したことを契機に育児や

介護の休暇制度を導入 

働き方の多様化  業務時間の柔軟な設定、在宅の事務作業、副業などをできるよ

う社内規定を改定予定 

Ｆ事業者 業務負担の軽減 荷物の積み込みを行う作業員を多く雇用 

Ｇ事業者 採用活動の充実 採用活動のために近隣の高校を訪問 

Ｈ事業者 時間外労働の削減  受注の締切時間を 1 時間早めた（当日配送分は 11時から 10時

に変更し、翌日配送分は 16 時から 15時に変更）ことにより、業

務開始時間及び終了時間の厳守をより一層徹底 

Ｉ事業者 業務負担の軽減  多忙な運転者の仕事を可能な限り他の運転者にやってもらう

取組を検討中 

（注） 当局の調査結果による。 
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⑵ トラック運転者の労働環境改善に関する取組状況

調査結果等 説明図表番号 

【制度の概要等】 

ア 労働基準監督官による監督指導

労働基準監督官は、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 101 条第

1 項の規定に基づき、事業場、寄宿舎その他の附属建設物に臨検し、帳簿

及び書類の提出を求め、又は使用者若しくは労働者に対して尋問を行う

ことができる（以下「監督指導」という。）こととされている。また、こ

のような監督指導の結果、労働基準関係法令の違反等の事実が確認され

た場合には、厚生労働省設置法（平成 11 年法律第 97 号）第 4 条第 1 項

第 41 号、第 44号及び第 45号に掲げる厚生労働省の所掌事務に関する行

政指導として、是正及び改善指導の措置を実施することとされている。 

イ 国土交通省と厚生労働省による相互通報制度

国土交通省と厚生労働省は、「自動車運転者の労働条件改善のための相

互通報について」（平成元年 3 月 27 日運輸省地域交通局長及び貨物流通

局長と労働省労働基準局長との覚書）を締結し、自動車運送事業に従事

する自動車運転者の労働条件の改善を図るため、監査又は監督の結果を

相互に通報し、これに基づき所要の措置を講ずる等相互の連絡協力を一

層緊密に行うこととしている。 

また、この覚書に基づき、国土交通省は、「自動車運転者の労働条件改

善のための相互通報制度について」（平成 18 年 2 月 13 日付け国自総第

506 号、国自旅第 238号、国自貨第 105号自動車交通局長通達）を、厚生

労働省は、「自動車運転者の労働条件改善のための地方運輸機関との相互

通報制度について」（平成 28年 8月 8日付け基発 0808第 1 号労働基準局

長通達）を、それぞれ発出し、地方支分部局に対し、この覚書の趣旨を徹

底するよう通知している。 

ウ 標準的な運賃の告示制度

平成 30 年 12 月、運転者不足により物流が滞ることのないよう、運転

者の労働条件の改善等を図り、一般貨物自動車運送事業における働き方

改革を進める観点から、ⅰ）規制の適正化、ⅱ）事業者が遵守すべき事項

の明確化、ⅲ）荷主対策の深度化、ⅳ）標準的な運賃の告示制度の導入を

内容とする貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（平成 30年法律

第 96 号）が公布された。 

このうち、「標準的な運賃の告示制度」（同法附則第 1条の 3）は、一般

に一般貨物自動車運送事業者の荷主に対する交渉力が弱いことや、働き

方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30年法律第

図表 1-⑵-① 

図表 1-⑵-② 

図表 1-⑵-③ 
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71 号）（注）により令和 6 年度から罰則付きの時間外労働の上限規制（年

960 時間）が設定されること等を踏まえ、運転者の労働条件を改善し、事

業者が法令を遵守して持続的に事業を行っていくための参考となる運賃

を示すことが効果的であるとの趣旨により、令和 5 年度末までの時限措

置として設けられた。同制度に基づき、令和 2 年 4 月に「一般貨物自動

車運送事業に係る標準的な運賃を定めた件」（令和 2年国土交通省告示第

575 号。以下「標準的な運賃の告示」という。）が告示されている。 

（注） 少子高齢化が進展し、今後さらに生産年齢人口の減少が見込まれる中で、労働者

がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現し、労働生産性を

向上させることを目的とした働き方改革を進めるため、平成 30年 7月 6日に公布さ

れた。同法では、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現及び雇用形態にかか

わらない公正な待遇の確保を目的として、8本の主要な法律が一括改正され、順次施

行されている。 

【調査結果】 

 今回、運転者の労働環境改善に関する取組状況について、当局が北海道

労働局、北海道運輸局及び事業者を調査した結果は、次のとおりである。 

ア 北海道労働局による監督指導の実施状況

① 北海道労働局は、貨物自動車運送事業者に対する監督指導について、

ⅰ）管轄区域内の事業場の中から問題があると考えられる事業場を選

定し、計画的に監督指導を実施する「定期監督」、ⅱ）労働者の申告に

より把握した問題がある事業場に対して機動的に監督指導を実施する

「申告監督」、ⅲ）重大な労働災害が発生した際に、発生現場である事

業場に対して監督指導を実施する「災害調査」の方法により実施して

いる。また、長時間労働の抑制と過重労働対策の観点から、時間外・休

日労働時間数が１か月当たり 80 時間を超えていると考えられる事業

場を各種情報により把握した場合、定期監督の対象として当該事業場

を選定している。  

② 北海道労働局は、自動車運送事業者を対象に監督指導を行う場合は、

労働基準法や労働安全衛生法等の労働基準関係法令の遵守状況に加え

て、自動車運転者の労働時間等の改善を図るために定められた「自動

車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年 2月 9日労働省

告示第 7号。以下「改善基準告示」という。）の遵守状況についても監

督指導を行っている。 

また、北海道労働局は、事業場の実態を的確に把握するため、原則と

して予告なく事業場を訪問し、監督指導を実施していると説明してい

る。 

図表 1-⑵-④ 

図表 1-⑵-⑤ 
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③ 北海道労働局による貨物自動車運送事業者に対する平成 31年・令和

元年から令和 3 年までの監督指導の実施状況（注）は、表 1-⑵-①のと

おり、令和 2 年を除いて、ほぼ横ばいの状況となっている。北海道労

働局は、令和 2 年のみ件数が落ち込んだ理由について、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止のための緊急事態宣言等の発出に伴い、

当該期間中は外勤が抑制されたため、監督計画に沿った監督指導が実

施できなかったと説明している。 

また、北海道労働局が監督指導を行った事業場のうち、運転者の長時

間労働等の労働基準関係法令違反が認められた事業場の割合は、平成

31 年・令和元年が 81.7％、令和 2 年が 84.6％、令和 3 年が 91.3％と

なっており、全ての年で 8 割を超えている。さらに、改善基準告示違

反が認められた事業場の割合は、平成 31年・令和元年が 65.0％、令和

2 年が 59.4％、令和 3 年が 65.3％となっており、約 6 割の事業場で違

反が認められる状況となっている。この理由について、北海道労働局

は、「労働基準関係法令違反が疑われる事業場や労働者から長時間労働

に関する申告のあった事業場など、問題があると考えられる事業場を

中心に監督指導の対象を選定しているためである。」と説明している。 

（注） 北海道労働局では、一般貨物自動車運送事業者の事業場に対する監督指導の

実施件数のみを抽出した集計データを有していないため、次表には特定貨物自

動車運送事業の事業場に対する監督指導の実施件数も含まれる。 

表 1-⑵-① 貨物自動車運送事業者に対する監督指導の実施状況 

（平成 31年・令和元年～令和 3年） 

（単位：事業場、％） 

実施事業場 

年 労働基準関係 改善基準告示

法令違反 違反 

平成 31年・令和元年 180 147(81.7) 117(65.0) 

令和 2年 143 121(84.6) 85(59.4) 

令和 3年 173 158(91.3) 113(65.3) 

(注) 1 当局の調査結果による。 

2 「実施事業場」は、監督指導を実施した貨物自動車運送事業者（一般貨物 

自動車運送事業者及び特定貨物自動車運送事業者）の事業場数である。 

3 「労働基準関係法令違反」及び「改善基準告示違反」は、監督指導を実施 

した結果、違反の事実を確認し、是正及び改善指導を行った事業場数。1事 

業場で複数の違反がある場合がある。 

 4 「労働基準関係法令違反」及び「改善基準告示違反」の（ ）内は、監督 

指導を実施した事業場のうち、違反の事実を確認し、是正指導等を行った 

事業場の割合を示す。 



- 15 -

④ 北海道労働局は、監督指導の結果、事業者の法令違反等が認められ

た場合、法令違反については是正勧告書を、それ以外の指摘事項につ

いては指導票を交付している。 

是正勧告書又は指導票を交付された事業者は、指定された期日まで

に法令違反等を是正の上、是正報告書を作成し、労働基準監督署に提

出することとされている。北海道労働局は、「是正報告書により改善が

確認できない場合は、必要に応じ、再度監督指導を実施している。」と

説明している。 

⑤ 北海道労働局は、北海道運輸局から通報を受けた事案について、「自

動車運転者の労働条件改善のための地方運輸機関との相互通報制度に

ついて」に基づき、原則として全ての事業場に対し監督指導等の所要

の措置を講じ、その結果を北海道運輸局に回報することとしている。 

北海道労働局では、表 1-⑵-②のとおり、平成 29 年度から令和 3 年

度までに北海道運輸局から通報を受けた全ての事案に対して、原則と

して当該年度内に監督指導を実施している（注）。 

（注） 新型コロナウイルス感染症の拡大による外勤抑制等のやむを得ない事情によ

り、当該年度内に監督指導を実施できなかった場合がみられるものの、北海道

運輸局の通報から監督指導の実施までに 2 年以上が経過している事案はみられ

ない。 

表 1-⑵-② 北海道運輸局から通報を受けた事案に対する監督指導の実施状況 

 （単位：件） 

通報を受けた事案件数 

年度 監督指導を実施した事案

件数 

平成 29年度 11 11 

平成 30年度 4 4 

令和元年度 11 11 

令和 2年度 3 3 

令和 3年度 4 4 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 「通報を受けた事案件数」は、北海道運輸局から北海道労働局に対して通 

 報された事業場数 

3 「監督指導を実施した事案件数」は、北海道運輸局から通報を受けた事業 

場のうち、通知から 2年以内に北海道労働局が監督指導を実施した事業場数 

イ 一般貨物自動車運送事業者による標準的な運賃の活用状況

 当局が実地に調査した 10事業者では、全ての事業者において、実際

の運賃の水準が標準的な運賃よりも低い状況がみられた。 

また、このうち 7 事業者では、荷主との運賃交渉時に標準的な運賃 図表 1-⑵-⑥ 
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の告示に定める運賃表の金額を提示するなどの方法で標準的な運賃を

活用している状況が確認できた一方で、表 1-⑵-③のとおり、10 事業

者中 6 事業者では値上げには至っておらず、運賃交渉に苦慮している

状況がみられた。これらの事業者では、この理由として、ⅰ）荷主が標

準的な運賃を認知していないこと、ⅱ）荷主が標準的な運賃を認知し

ている場合であっても、制度の趣旨や内容まで十分に理解していない

こと、ⅲ）荷主の経営状況が厳しいことなどを挙げている。 

表 1-⑵-③ 標準的な運賃に対する荷主の対応状況 

事業者名 対応状況等 

・ 経営状況の厳しさを理由に現状の運賃を維持しようと考

Ａ事業者 えている荷主が多く、一部を除き値上げには至っていない。 

（活用：有） ・ 標準的な運賃を提示して値上げ交渉を行った結果、契約を

切られた事業者を複数知っている。

・ 主な荷主であるメーカーの物流子会社は、同業者であるこ

Ｂ事業者 とから標準的な運賃を認識しており、その趣旨についても

（活用：有） 理解してもらえているが、直荷主であるメーカーからの理

解が得られないことから、値上げには至っていない。

・ 適正な利益を確保できないような仕事は契約解除されて

Ｃ事業者 も構わないと考えているため、現在取引している荷主につ

（活用：有） いては、標準的な運賃より低いものの、利益が確保できる水

準までの値上げに至っている。 

・ 大手の荷主 1 社との交渉において、一部区間の運賃が標

準的な運賃より高くなるなど、運賃の値上げに至っている。

Ｄ事業者 

（活用：無） 

なお、当該荷主は、令和 6 年度から労働時間の上限規制が

適用されることに理解を示しており、今後更なる運賃の値

上げが可能であるとの説明を受けている。 

・ 一方で、その他の荷主については、運賃の値上げに至って

いない。

・ 荷主の現場担当者は制度を認知しているものの、経営者が

Ｅ事業者 

（活用：無） 

理解できていないことが多い印象がある。 

・ 取引先数社において、標準的な運賃の 7～8割の金額まで

運賃を値上げすることができた。しかし、その他の多くの荷

主については、運賃の値上げに至っていない。

・ 運賃が値上げの方向で動いていることは理解していても、

標準的な運賃の金額を知らない荷主が多い印象がある。ま

た、荷主に標準的な運賃について説明すると、金額が高いこ

Ｆ事業者 とに驚かれることが多い。

（活用：有） ・ 法令上、標準的な運賃で契約するよう定められておらず、

運賃交渉は自由であることから、費用をかけたくない荷主

は運賃を上げないため、これまで値上げに至ったことはな

い。
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・ 地方の荷主の多くは標準的な運賃を認知していない印象

Ｇ事業者 

（活用：無） 

がある。また、認知していても、運賃表の金額や原価計算の

方法を理解している荷主は少ない。 

・ 荷主の経営環境が厳しいため、標準的な運賃を使用して交

渉しても、運賃は上がっていない。 

・ 同業他社によると、荷主の多くは、標準的な運賃の制度自

Ｈ事業者 体は認知してはいるが、制度の趣旨を十分に理解しておら

（活用：有） ず、標準的な運賃に基づき価格交渉を実施しても、頓挫する

場合が多いと聞いている。 

Ｉ事業者 ・ 一部の荷主との間では運賃の値上げに至っている。

（活用：有） 

Ｊ事業者 ・ 荷主は標準的な運賃をあまり認知していない印象がある。 

（活用：有） 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 事業者名の下の（ ）は、運賃交渉時における標準的な運賃の活用の有無を示す。 

ウ 北海道運輸局等による標準的な運賃の周知に向けた取組の実施状況

北海道運輸局は、事業者に向けた標準的な運賃の周知として、令和 2年

度に、ⅰ）関係団体に対する周知依頼文書の発出、ⅱ）北海道運輸局のホ

ームページにおける周知、ⅲ）公益社団法人北海道トラック協会（以下

「トラック協会」という。）主催の事業者向けセミナーへの講師派遣を実

施している。北海道運輸局は、令和 3 年度以降、事業者への周知を行っ

ていない理由について、上記ⅲのセミナーが令和 2 年度内に北海道内の

全地区を一巡したことから、令和 3 年度以降は荷主への周知に注力する

こととしたと説明している。 

また、北海道運輸局は、荷主に向けた標準的な運賃の周知の取組とし

て、上記ⅱのホームページにおける周知のほか、令和 2 年度から毎年度、

北海道内の約 700 の荷主団体及び約 4,400 の荷主企業に対する協力依頼

文書を発出している。荷主企業に対する協力依頼文書については、北海

道運輸局が単独で発出したもののほかに、関係行政機関 3 機関（北海道

労働局、北海道経済産業局及び北海道農政事務所）と連名で発出してい

る。 

図表 1-⑵-⑦ 

図表 1-⑵-⑧ 
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図表 1-⑵-① 運輸省地域交通局長及び貨物流通局長と労働省労働基準局長との覚書 

自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働条件の改善を図るため、運輸省の陸運関係機関と

労働省の労働基準監督機関は、下記により監査又は監督の結果を相互に通報し、これに基づき所要

の措置を講ずる等相互の連絡協力を一層緊密に行うものとする。  

記 

１ 陸運関係機関は、監査の結果、自動車運送事業者について、労働基準法、｢自動車運転者の労働

時間等の改善のための基準」（平成元年 2月 9 日労働省告示第７号）及び平成元年 3月 1 日付け基

発第 93号「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準について」記の第 3の「労働時間等の

取扱い及び賃金制度等に関する基準」について重大な違反の疑いがあると認める場合には、労働

基準監督機関にその旨を通報することとする。  

２ 労働基準監督機関は、臨検監督の結果、自動車運送事業者について道路運送法の運行管理に関

する規定に重大な違反の疑いがあると認める場合には、陸運関係機関にその旨を通報することと

する。  

３ 上記の通報を受けた陸運関係機関又は労働基準監督機関は、それぞれ所要の措置を講じ、その

結果を速やかに回報することとする。 

（注） 本表は、平成元年 3月 27日に、当時の運輸省（地域交通局長、貨物流通局長）と労働省（労働基準局 

長）との間で交換された覚書の内容である。 
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図表 1-⑵-② 自動車運転者の労働条件改善のための相互通報制度について（平成 18年 2

月 13日付け国自総第 506号、国自旅第 238号、国自貨第 105 号自動車交通局

長通達） 
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（注） 別紙については、省略している。 
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図表 1-⑵-③ 自動車運転者の労働条件改善のための地方運輸機関との相互通報制度につい

て（平成 28年 8月 8日付け基発 0808第 1号労働基準局長通達） 
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図表 1-⑵-⑤ 監督指導の仕組み 

（注） 厚生労働省の資料による。 
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図表 1-⑵-⑥ 荷主との運賃交渉時における標準的な運賃の活用状況 

事業者 活用状況 

Ａ事業者 ・ 標準的な運賃を提示して荷主との運賃交渉を行っている。

Ｂ事業者 

・ 荷主との交渉は、原価が変動したときのみ実施しており、標準的な運賃と実勢

運賃との差を理由とした交渉の実績はない。

・ 荷主から照会があった際には、リーフレット等を渡しており、運賃表の金額や

原価計算の方法を説明している。

Ｃ事業者 
・ 荷主との運賃交渉時には、標準的な運賃を提示するなど、交渉が自社に有利に

なるよう使用している。

Ｄ事業者 

・ 運賃交渉に応じてくれそうな荷主に対し、ⅰ）現在の運賃とⅱ）標準的な運賃

を基準として計算した運賃を提示し、国が推奨している運賃と現在の運賃がか

い離していることを伝え、その間をとったⅲ）希望する運賃を提示して交渉して

いる。そのほか、告示された運賃表を持っていくことなどによって、交渉の材料

としている。

Ｅ事業者 

・ ⅰ）現在の契約運賃、ⅱ）収支がつり合う運賃、ⅲ）標準的な運賃の 6割の金

額、ⅳ）標準的な運賃を横並びにした表を荷主に提示し、適正な運賃との差が大

きいことを運賃交渉時に説明している。

Ｆ事業者 

・ 標準的な運賃を基に運賃を再計算して荷主と交渉することもある。

・ 営業担当の社員には、荷主に対して標準的な運賃の適用を訴えるように伝えて

いる。

Ｇ事業者 ・ 荷主との運賃交渉時に、標準的な運賃を参考価格として提示している。

Ｈ事業者 
・ 主な荷主が当社の親会社であり、運賃交渉等を実施していないため、標準的な

運賃を活用する場面がない。

Ｉ事業者 ・ 標準的な運賃を提示するなど、荷主との運賃交渉時に積極的に使用している。 

Ｊ事業者 

・ 荷主との運賃交渉の場において、標準的な運賃を提示する場合、その額まで値

上げを求める根拠を説明しなくてはならず、交渉が決裂する可能性があるため、

運賃表は持参せずに、あくまで現行の運賃からの値上げを求めている。

（注） 当局の調査結果による。 
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図表 1-⑵-⑦ 北海道運輸局による標準的な運賃の周知に向けた取組の実施状況 

対象 取組の項目 実施内容等 

事業者に対する周 令和 2 年 4 月 24 日、トラック協会及び北海道貨物自動車運送適正

知依頼文書の発出 化事業実施本部宛てに、「一般貨物自動車運送事業に係る標準的な運

事
業
者

賃について」を発出し、事業者に対する周知を依頼 

北海道運輸局のホ

ームページにおけ

る周知 

北海道運輸局のホームページにおいて、「トラック輸送の適正取引

推進」ページを設け、標準的な運賃の告示を周知 

「標準的な運賃」普 トラック協会主催の会員事業者向けの「標準的な運賃」普及セミナ

及セミナーへの講 ー（令和 2年 8月から 9 月にかけて道内 7 会場で実施）に講師を派遣

師派遣 し、講演を実施 

北海道運輸局のホ 北海道運輸局のホームページにおいて、「トラック輸送の適正取引

ームページにおけ 推進」ページを設け、標準的な運賃の告示を周知（再掲） 

る周知（再掲） 

荷主団体に対する 令和 2年度から毎年度、北海道内の約 700 の荷主団体に対して、標

関係資料の送付 準的な運賃の活用への理解と協力を求める内容の資料を送付 

荷主企業に対する 北海道内の約 4,400の荷主企業に対して、標準的な運賃の活用への

協力依頼文書の発 理解と協力を求める内容を含む協力依頼文書を発出 

出 〈令和 2 年度〉 

○ 「持続的で安定した輸送力を確保するためにトラック輸送の

荷
主

【標準的な運賃】が定められました」（令和 3 年 1 月 12 日付け 

北海道運輸局、北海道労働局、北海道経済産業局及び北海道農政

事務所発出） 

〈令和 3 年度〉 

① 「持続的で安定した輸送力を確保するために～荷主の皆様に

ご協力いただきたいことがあります～」（令和 3年 12月 10 日付

け北海道運輸局、北海道労働局、北海道経済産業局及び北海道農

政事務所発出） 

② 「貨物自動車運送事業者の適正な運賃収受のための周知につ

いて」（令和 4 年１月 14 日付け北自貨第 292 号北海道運輸局自

動車交通部長発出） 

（注） 当局の調査結果による。 
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図表 1-⑵-⑧ 「持続的で安定した輸送力を確保するためにトラック輸送の【標準的な運賃】

が定められました」（令和 3年 1月 12日付け北海道運輸局、北海道労働局、北

海道経済産業局及び北海道農政事務所発出） 
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⑶ 物流の効率化に向けた取組状況

調査結果等 説明図表番号 

【制度の概要等】 

物流の効率化については、総合物流施策大綱（2021年度～2025 年度）に

おいて、物流デジタル・トランスフォーメーション（以下「物流 DX」とい

う。）や物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化

（物流デジタル化の強力な推進、労働力不足や非接触・非対面型の物流に

資する自動化・機械化の取組の推進、物流標準化の取組の加速等）を進め

る方針が示されている。 

また、貨物情報や車両・施設などの物流リソースの共有化・標準化を図

る「フィジカルインターネット」による物流の効率化が注目されており、

経済産業省及び国土交通省により 2040 年までの実現を目標とするフィジ

カルインターネット・ロードマップ（2022年 3月）が取りまとめられてい

る。ロードマップでは、2025 年までを準備期、2026 年から 2030 年までを

離陸期、2031年から 2035年までを加速期、2036年から 2040年までを完成

期と位置づけ 、情報や施設の標準化や物流拠点・輸送機器の自動化・機械

化などの各取組を連動しながら、段階的に取り組むこととされている。 

さらに、流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成 17年法

律第 85 号。以下「物流総合効率化法」という。）においては、二者以上が

連携して流通業務（輸送、保管、荷さばき及び流通加工）を一体的に実施

し、モーダルシフト（鉄道又は船舶による輸送への転換）、輸送網の集約

輸配送の共同化などにより流通業務を効率化し、さらに物資の流通に伴う

環境への負荷の低減等を図る事業について、当該事業に関する計画（以下

「総合効率化計画」という。）の認定要件、認定を受けた場合の支援措置等

が定められている。 

総合効率化計画は地方運輸局により審査・認定が行われ、認定後は、新

増設したトラックターミナル、卸売市場等の固定資産税等の減額、モーダ

ルシフト等推進事業の利用により運行経費の一部補助等の支援措置を受け

ることができる。 

、

【調査結果】 

ア 関係機関における取組

(ｱ) 物流総合効率化法に基づく計画の認定状況

平成 28 年度以降の北海道における総合効率化計画の認定状況をみ

ると、表 1-⑶-①のとおり、毎年 1件から 3件を認定しており、令和 4

年 8月までの認定件数は累計で 12件となっている。また、全国におけ

る同期間の累計認定件数は 336件となっている。 

図表 1-⑶-① 

図表 1-⑶-② 

図表 1-⑶-③ 
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表 1-⑶-① 総合効率化計画の認定件数 

（単位：件） 

年度 
平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 
計 

北海道 1 3 1 3 1 2 1 12 

全国 19 62 57 76 41 57 24 336 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 平成 28年度は平成 28年 10月以降の認定件数である。 

3 令和 4年度は令和 4年 8月末現在の認定件数である。 

また、北海道において認定された総合効率化計画 12件の内容は、輸

送網集約事業が 7 件、モーダルシフトが 4 件、共同輸配送が 3 件とな

っており、12件のうち 4件がモーダルシフト等推進事業を利用して計

画策定経費又は運行経費の補助を受けている。 

(ｲ) 物流の効率化に関する一般貨物自動車運送事業者及び荷主に対する

働きかけ 

① 一般貨物自動車運送事業者に対する働きかけ

北海道運輸局は、事業者に対し、ⅰ）総合効率化計画の策定・申請

を促進するため、各種会議や関係団体の総会等物流関係者と対面す

る機会を活用し、物流の効率化の意義や認定後に受けられる補助・

税制特例措置等について説明する、ⅱ）モーダルシフト等推進事業

について、国土交通省本省と合同でプレスリリースにより募集する

とともに、トラック協会や北海道倉庫業連合会などの関係団体に直

接案内するなどの取組を行っている。 

また、北海道運輸局は、国土交通省が編さんした物流の効率化に

関する取組事例集や手引きが公表され次第、すぐにトラック協会に

案内するとともに、北海道の担当部局にも冊子を郵送するなど、物

流の効率化に向けて関係者と情報を共有している。 

② 荷主に対する働きかけ

北海道運輸局、北海道労働局、北海道経済産業局及び北海道農政

事務所は、表 1-⑶-②のとおり、荷主となる企業に対し、「ホワイト

物流」推進運動（注 1）の案内、「荷主と運送事業者の協力による取引

環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン（注 2）」（平成 30年厚

生労働省、国土交通省及び公益社団法人全日本トラック協会）に基

づく取組の実施、共同輸送等の検討等について文書で協力依頼を行

っている。 

（注 1） 国土交通省、経済産業省及び農林水産省が、運転者不足に対応し国民生活

や産業活動に必要な物流を安定的に確保すること等を目的として①トラック

図表 1-⑶-④ 

図表 1-⑵-⑧ 

図表 1-⑶-⑤ 
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輸送の生産性の向上・物流の効率化、②女性や 60代以上の運転者等も働きや

すいより「ホワイト」な労働環境を実現するために行っている運動のこと。 

（注 2） 取引環境と長時間労働の改善のため、荷主と事業者による作業の効率化等

の取組の進め方を整理したもの。 

表 1-⑶-② 荷主に対する協力依頼の内容 

発出日 内 容 

令和 3年 1月 「ホワイト物流」推進運動への参加、「荷主と運送事業

12 日 者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガ

イドライン」に基づく取組の実施

令和 3 年 12 「ホワイト物流」推進運動への参加、「荷主と運送事業

月 10 日 者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガ

イドライン」に基づく取組の実施、共同輸送等の検討

（注） 当局の調査結果による。 

また、北海道運輸局は、令和 4年 11月に、物流に関わる企業の管

理職や社員が集まる会議において、「トラック物流業界の現状と課

題」をテーマに、総合物流施策大綱（2021 年度～2025 年度）や物流

総合効率化法の概要、物流の効率化に関する補助制度等について説

明を行っている。 

(ｳ) 「北海道トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」

による取組

平成 27年度に厚生労働省、国土交通省及び公益社団法人全日本トラ

ック協会によって、事業者、荷主、行政等の関係者が一体となってト

ラック運送業における取引環境の改善及び長時間労働の抑制を実現す

るための環境整備等を図ることを目的として「トラック輸送における

取引環境・労働時間中央協議会」が設置され、各都道府県には地方協

議会が設置された。 

北海道では「北海道トラック輸送における取引環境・労働時間改善

地方協議会」（以下「北海道地方協議会」という。）が設置されている。

その構成員は、学識経験者、経済団体、荷主、事業者、事業者団体、労

働団体、国の行政機関（北海道労働局、北海道運輸局及び北海道経済

産業局）等であり、事務局は、北海道労働局、北海道運輸局及びトラッ

ク協会が務めている。

北海道地方協議会においては、長時間労働の抑制や取引環境の改善

に関する法令改正の内容や助成金等制度の情報共有、トラック輸送に

係る実態調査のほか、長時間労働の抑制及び生産性向上に向けた実証

事業を行っている。このうち、実証事業では、水産物、農産物、日用

品、段ボール等の貨物を対象に、積荷明細を事前に FAX で送信する、

図表 1-⑶-⑥ 
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荷役作業の一部をパレット化（フォークリフト等でパレット（荷物を

載せる台）ごと荷物を移動させること）するなどの取組等を実施して

いる。これらの実証事業の結果として、「荷受作業の効率化（積荷明細

の事前送信等）に向けた発荷主と運送事業者の協力体制の構築」（平成

28年度）、「運送事業者と発荷主が改善の取組に積極的」（平成 29年度）、

「卸売業者と運送事業者の間で強力なパートナーシップを構築」（平成

30 年度）、「着荷主・発荷主・配送センター・物流事業者によるイーブ

ンな協議の場の構築」（令和 3年度）といった取組のポイントが示され

ている。 

なお、当局が実地に調査した 10事業者からは、これらの実証事業に

ついて、「実証事業の内容を自社で参考にして取り入れる場合は、所要

経費が重要な情報となるので、費用に関する情報も公表してほしい」、

「紙、建築資材及び加工食品は待機時間が長い荷物と言われており、

紙及び加工食品については既に実証事業が行われているので、建築資

材に係る実証事業も行ってほしい」などの意見があった。 

(ｴ) 地域物流効率化検討会議による取組

前述の北海道地方協議会のほか、平成 30年 7月には、将来に向けて

北海道内の安定的な輸送を維持・確保するため、事業者及び行政で課

題を共有し、輸送の効率化に関する検討を行うことを目的とした「地

域物流効率化検討会議」が設置されている。同会議は、事業者、北海道

運輸局及び北海道で構成され、事務局は北海道運輸局及び北海道が務

めている。 

地域物流効率化検討会議のワーキンググループでは、令和 4 年 9 月

にラストワンマイル輸送（注 1）及び幹線輸送（注 2）における共同輸送

を実現するための成立条件や中長期的な検討事項を取りまとめてい

る。 

そこでは、共同輸送の成立条件として、ラストワンマイル輸送では

輸送ルートが末端地域・遠隔地域であること、幹線輸送では積載率が

低い路線であること、両輸送に共通して受託荷物量がトラックの空き

スペースと同じかそれ以下であることなどが挙げられている。また、

中長期的な検討事項として、ラストワンマイル輸送では他社のサービ

スの受容やサービスの統一化、幹線輸送では積載方法の統一化、両輸

送に共通して余裕のあるリードタイム（商品を発注してから納品され

るまでの時間や日数）の導入等が挙げられている。 

（注 1） 最終物流拠点から商品を実際に使用する消費者までの輸送のこと 

（注 2） ある輸送拠点にそのエリアの荷物を大量に集め、その拠点から別の拠点に大 

型トラックなどの大量輸送機関で荷物を輸送すること 

図表 1-⑶-⑦ 
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(ｵ) フィジカルインターネットの実現に向けた取組の実施状況

2040 年までの実現を目標とする「フィジカルインターネット・ロー

ドマップ」に基づく取組は、現在、2025年までの準備期の段階にある。 

北海道経済産業局及び北海道運輸局では、ともに、調査時点におい

て、経済産業省又は国土交通省から具体的な取組の指示を受けておら

ず、特段の取組は行われていなかった。なお、今後の取組に向けて、北

海道経済産業局及び北海道運輸局では連携を深めている。 

また、当局が実地に調査した 10事業者のうち、フィジカルインター

ネットを「知っている（インターネットで見たことがある）」と回答し

たのは 1事業者のみであり、他の 9事業者は承知していなかった。 

なお、これらの事業者からは、フィジカルインターネットに関し、

「業界で横断的に列車、船、倉庫、車両、パレットなどの規格を統一す

ることが効率化を進める上で重要である」、「フィジカルインターネッ

トを実現するためには、事業者同士の協力が必要だと思われるが、事

業者は契約を取り合っている面があり非協力的な会社もあるので、実

現は難しいかもしれない」との意見があった。 

イ 一般貨物自動車運送事業者における取組

(ｱ) 書面調査

当局が書面により調査（注）した事業者においては、物流の効率化を

進めるため、ⅰ）配車・配送ルート・配達時間等の見直し、ⅱ）混載輸

送、ⅲ）パレット輸送、ⅳ）車両の大型化、ⅴ）片荷輸送への対応、ⅵ）

荷待ち時間や附帯作業の削減などの取組が行われていた。 

また、物流の効率化を進める上での課題について、ⅰ）「荷主に物流

の効率化に向けた取組を行うことについて相談しても、その重要性を

理解してもらえず、協力が得られない」、「輸送工程の簡素化を荷主に

相談しても難色を示される」、「荷主の時間指定があるため取組ができ

ない」等、荷主の理解が得られないことなどにより効率化が困難とな

っているもののほかに、ⅱ）年間を通してまとまった物量を確保でき

ず事前に輸送計画を策定することが困難となっているもの、ⅲ）その

ほか「物流の効率化のノウハウが分からない」、「往復の荷物確保が難

しい」といった意見がみられた。 

（注） トラック協会の会員事業者 2,945事業者に書面による質問票を送付し、513事

業者（回答率 17.4％）から回答を得ている。 

(ｲ) 実地調査

当局が実地に調査した 10 事業者では、物流の効率化について、ⅰ）

配車・配送ルート・配達時間等の見直し、ⅱ）片荷輸送を減らすための

対策、ⅲ）混載輸送等の取組が行われていた。 

図表 1-⑶-⑧ 

図表 1-⑶-⑨ 

図表 1-⑶-⑩ 
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また、これらの事業者からは、物流の効率化を進める上での課題に

ついて、車両を大型化した場合の帰り荷の確保等が挙げられた。 

このほか、国土交通省が編さんした物流の効率化に関する取組事例

集についての意見があった。 

図表 1-⑶-⑪ 

図表 1-⑶-⑫ 
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図表 1-⑶-④ 認定された総合効率化計画の内容 

認 定 年 事業 モーダルシフト等
No. 分 野 事業内容 

度 者数 推進事業の実績 

平成 28 計画策定経費補助
1 2 共同輸配送 菓子の共同輸配送 

年度 101万円 

平成 29 共同輸配送、鉄
一部エリアにおける同業他社と

年度 道モーダルシフ 運行経費補助 135
2 6 の共同輸配送及び鉄道へのモー

ト、輸送網集約 万円 
ダルシフト 

事業 

積載能力と安全性・作業性に優れ

る改良型フェリーシャーシ（フェ 計画策定経費補助
船舶モーダルシ

3 4 リー輸送で使用されるトレーラ 200万円、運行経費
フト

ーの荷台）を活用した鉄・鋼材輸 補助 194 万円 

送のモーダルシフト 

輸 送 網 集 約 事 本社倉庫新設に伴う輸送網集約
計画策定経費補助

4 2 業、船舶モーダ 事業及び関東～北海道間の長距
99 万円 

ルシフト 離フェリーへのモーダルシフト 

平成 30 サイロ増設に伴う輸送網集約事
5 2 輸送網集約事業 なし 

年度 業 

令和元 鉄道モーダルシ 旅客列車のスペースを活用した
6 2 なし 

年度 フト、貨客混載 貨客混載輸送 

物流センター新設に伴う輸送網
7 2 輸送網集約事業 なし 

集約事業 

市町村運営バスを利用した貨客
8 2 貨客混載 なし 

混載 

令和 2 自社の営業所に同業他社の宅配
9 2 共同輸配送 なし 

年度 貨物を集約しての共同輸配送 

令和 3 特定流通業務施設（注 2）の新設
10 2 輸送網集約事業 なし 

年度 に伴う輸送網集約事業 

11 2 輸送網集約事業 同上 なし 

令和 4
12 3 輸送網集約事業 同上 なし 

年度 

輸送網集約事業：7 件、モーダルシフト（鉄道又は船舶）：4 件、共同輸
計（延べ数） 31 

配送：3件、貨客混載：2件 

（注）1 当局の調査結果による。 

  2 物流総合効率化法に定められた一定の要件を満たす輸送連携型のトラックターミナルや倉庫などの物

流拠点施設をいう。 
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図表 1-⑶-⑤ 「持続的で安定した輸送力を確保するために～荷主の皆様にご協力いただき 

  たいことがあります～」（令和 3年 12月 10日付け北海道運輸局、北海道労働

局、北海道経済産業局及び北海道農政事務所発出） 
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図表 1-⑶-⑥ 北海道地方協議会が実施する実証事業の概要 

区分 

年度 
品目等 実施内容 

改善のポイント又は今後の取
組の方向性 

平成 28 道東・道南地域から札 ・ 積荷明細を事前にＦＡＸ送 ・ 荷主である出荷業者・荷受

年度 幌市中央卸売市場への 信 業者による荷下ろし待機時

水産物の輸送 ・ 帰り荷の確保 間の短縮等に対する協力 

・ 深夜帯のトラックの集中を ・ 大規模卸事業者のリーダー

避けるために水産棟内のレイ シップにより到着地の関係

アウト変更、荷下ろし時間を拡 事業者との調整・協議が進

大 み、水産棟内での荷下ろし時

間を拡大 

平成 29 道東・道南地域から札 ・ 荷役作業の一部のパレット ・ 運送事業者と発荷主が荷役

年度 幌市中央卸売市場への 化 作業の一部のパレット化等

農産物の輸送 ・ 積み下ろし先件数の見直し の取組に積極的 

・ 各工程の見直し

平成 30 本州発荷主から道内卸 ・ 出荷、荷下ろしのパレット化 ・ パレット化等の取組を通じ

年度 売業者の物流センター ・ パレット利用によるラウン て卸売業者（着荷主）と運送

への日用品の輸送 ドユース（往復荷） 事業者の間で強力なパート

ナーシップを構築

令和元 段ボールメーカーから ・ 着荷主から発荷主へ段ボー ・ 出荷時間を指定することで

年度 加工食品メーカーへの ルの引取り時間の目安を前日 荷待ち時間の短縮や発荷主

段ボールの輸送 に連絡 の出荷作業の効率化に期待

できる。

令和 2 農園から物流センタ ・ パレット等輸送用機器の導 ・ 身体的負担の軽減が大きか

年度 ー、物流センターから 入、発砲スチロールからオリコ った一方、トラックの積載効

スーパーマーケット各 ン（折りたたむことができる容 率が減少してしまうこと等

店舗への生鮮食品の輸 器）への輸送用容器の見直し の課題がみられた。

送 

令和 3 メーカーから物流セン ・ 着荷主の物流センターの統 ・ 着荷主・発荷主・配送セン

年度 ター、物流センターか 合、作業自動化、効率化を契機 ター・物流事業者によるイー

らスーパーマーケット に配送の仕組みを見直し ブンな協議の場の構築 

各店舗への加工食品、 ・ 本来的に必要な集荷時間・

飲料、菓子の輸送 納品時間の再確認 

・ 様々な混載可能性の模索

令和 4 令和 3 年度実証事業の ・ 実証事業の振り返り ・ 先行事例の「ノウハウ」「効

年度 フォローアップ調査、 ・ 業界企業アンケート 果」「課題」を可視化

業界企業へのボトルネ ・ 物流課題の解決におけるボ

ック調査 トルネックを可視化
（注） 北海道地方協議会の資料に基づき、当局が作成した。 
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図表 1-⑶-⑦ 北海道地方協議会が実施する実証事業に関する意見 

事業者名 実証事業に関する意見等 

Ａ事業者 ・ 実証事業の内容を自社で参考にして取り入れる場合は、所要経費が重要な情報とな

るので、費用に関する情報も公表してほしい。例えば、パレット輸送を推奨するときに

は、パレットは購入なのかレンタルなのか、誰がパレットの購入又はレンタルの際の

費用を負担するのか、いくら費用がかかるのか、といった情報がほしい。 

・ 紙、建築資材及び加工食品は待機時間が長い荷物と言われており、紙及び加工食品

については既に実証事業が行われているので、建築資材に係る実証事業も行ってほし

い。なお、当社では建築資材の配送の際に仕分け作業があり手間となっているため、建

築資材を実証事業の対象とする場合は参加したい。 

・ 令和 3年度の実証事業は大手企業が約 10 億円をかけて整備した大規模施設で行われ

ており、同規模の施設がなければ参考にならない。

Ｂ事業者 ・ 国土交通大臣が認定したＩＴ点呼のシステム・機器を備える点呼の実施拠点を設置・

運用するような実証事業を実施してほしい。

（注） 当局の調査結果による。 
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図表 1-⑶-⑧ 物流の効率化に関する取組の実施内容（書面調査） 

物流の効率化に関する取組の実施内容 

＜配車・配送ルート・配達時間等の見直し＞ 

・ 路線を見直し積載効率を上げ、運送・作業時間を短縮

・ 荷主から運送予定を早期に取得して、配車計画に反映

・ 配送ルートの見直しによる時間の短縮

・ 効率的な配車の組合せ

・ 荷主に配送順の変更などを要望

・ 近距離で荷物の量が少ない地域や離れている地域への配達を毎日から週数回に変更

・ 隔日の納品などによる積載率の向上について荷主に提案

・ ＩＴシステムの導入による輸送の効率化管理フローの簡略化

・ 配送システムによる予定管理

・ ブロック別・曜日別輸送の実施

＜混載輸送の実施＞ 

・ 貨物の混載等に努め、荷物の量に応じて荷主と納品時間や集荷時間の調整を実施

・ 貨物を混載し本社で地区別に積替え

・ 混載輸送を行うための輸送の調整

＜パレット輸送の実施＞ 

・ パレット輸送による輸送時間の短縮

・ 物流センター間のパレット輸送の徹底

・ パレットやカーゴテナー（カゴ付きの台車）を用いた荷物の積下しの定着化

＜車両の大型化＞ 

・ 車両の大型化、ダンプトレーラー（トレーラーの荷台部分をダンプアップするトラック）の導

入、ウィング車（トラックの荷室の側壁をはね上げ、側面を大きく開放することでフォークリフ

トによる荷役作業を容易に行えるようにした特装車）の増車

・ 車両の大型化によりコースを統廃合し業務の互換性を高め配送効率を向上し労働時間を短縮

・ 車両の増車、運転者の増員

・ 一度の輸送で多く運べる車両を購入

＜片荷輸送対策＞ 

・ 部署を超えた帰り便の利用

・ 積載効率（稼働率）の向上のため、行き帰りに空車とならないような輸送の確保

・ 北海道は比較的に長距離の配送が多いことから、効率的な運送を図るため帰り車での配送を行

えるよう荷主に協力を要請 

＜荷待ち時間や附帯作業の削減＞ 

・ 荷待ち時間、附帯作業の見直しなどを荷主に依頼

・ 輸送の制限、附帯作業の制限、荷待ち時間の削減を荷主に要請

・ 荷物の積込みや荷下ろし時間の段取りの交渉

・ 集荷担当者と輸送担当者を分け輸送時間を短縮

＜その他＞ 

・ 積載量に応じた車両による運行



- 42 -

・ 自動仕分機の導入

・ 他社との共同配送

・ 遠方の地域への輸送を協力会社に委託

・ 遠距離輸送における荷主との密な打合せによる無駄な時間の削減

・ 営業所の増設

・ 各地区へ拠点を配置して自社配送

（注） 当局の調査結果による。 

図表 1-⑶-⑨ 物流の効率化を進める上での課題（書面調査） 

物流の効率化を進める上での課題 

＜荷主の理解が得られないことなど荷主の影響によるもの＞ 

・ 荷主に物流の効率化に向けた取組を行うことについて相談しても、その重要性を理解してもら

えず、協力が得られない。

・ 輸送工程の簡素化を荷主と相談するが難色を示された。

・ 荷主による時間指定があるため取組ができない。

・ 荷主が主導して決める運行計画が大半を占めるため、荷主の依頼が優先される。

・ 伝票類、荷物の仕分け、下ろし先や積み先などについて、荷主独自のルールがあるため、運転

者の附帯作業の切り離しが困難である。

・ 効率化のためにシステムの導入を検討する際、荷主のシステムに影響を受けてしまい、システ

ムの選定が困難である。

＜輸送量の変動＞ 

・ 大手の同業者のように、年間を通してまとまった物量を確保できず、事前に輸送計画を策定で

きない。

・ 農産物の輸送が多く、収穫時期は輸送量が多いが、年間を通して一定の輸送量とならないので

車両の手配に苦労している。

・ 季節によって仕事のばらつきがある。

＜その他＞ 

・ 物流の効率化に関するノウハウが分からない。

・ 往路・復路の荷物の確保が難しい。

・ 当社単独では物流の効率化・労働環境の改善は難しい。

・ 物流の効率化は対外的な要因が多く難しい。

・ 運転者が増えることで解決できる問題が多いが人が集まらない。

・ 運転者不足のため効率化が進まない。

・ 手積み作業時の作業員の確保が難しい。

・ 積替えのきかない重量物の効率化が困難である。

（注） 当局の調査結果による。 
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図表 1-⑶-⑩ 物流の効率化に関する取組の実施内容 

事業者名 取組の項目 物流の効率化に関する取組の実施内容 

Ａ事業者 配車・配送ル

ート・配達時

間等の見直し 

・ 車両不足により早朝の配達依頼に対応できなくなってきたため、

荷主と交渉して一部の荷物の配達時間を遅くし、早朝に配達した運

転者が午前中にもう一度配達できるようにした。 

Ｂ事業者 車両の大型化 ・ 車両の積載量を増やすため、大型のトレーラーやトラックを購入

している。 

Ｄ事業者 配車・配送ル

ート・配達時

間等の見直し 

・ 人手不足の解消のため、運転者の生産性を上げられるか検討し、運

転者の日報から把握した空き時間や配達先の情報を基に配車を一か

ら見直し、トラック 5 台で行っていた仕事を 4 台で行えるようにし

た。

Ｆ事業者 配車・配送ル

ート・配達時

間等の見直し 

片荷輸送対策 

・ 道央地域から道南地域への輸送において、道央地域の市町村に配

送する荷物が少なかったため、荷主と交渉して配達日や配達時刻に

制約のない品物（返品となった商品等）の配達日時を変更し、特定の

配送日にまとめて配送できるようにした。 

混載輸送 ・ 同じ地域への配送において、特定のスーパーに向けた食品、チルド

食品、雑貨をそれぞれ別の車両で配送していたが、効率化を図るた

め、冷凍・冷蔵車で仕分けもできる大型の車両 1 台での配送に変更

している。

Ｇ事業者 車両の大型化 ・ 輸送量を増やすため大型のトレーラーを増車している。

配車・配送ル

ート・配達時

間等の見直し 

・ 運行管理システムを導入し、効率的な配車や配送ルートの設定を

している。 

Ｈ事業者 配車・配送ル

ート・配達時

間等の見直し 

・ ＧＰＳ無線を全車両に取り付け、リアルタイムで車両の位置を把

握し、効率的な配車を行っている。リアルタイムで車両の位置を把

握することによって、納品時間等の照会に対して、運転者に問い合

わせることなく円滑に対応することが可能となった。 

混載輸送 ・ 同一エリアへの配送については一括配送の実施を徹底している。

Ｉ事業者 配車・配送ル

ート・配達時

間等の見直し 

・ 道東地域の集配については、道央地域にある事業所が集配し、道央

地域の港から出荷するのではなく、道東地域にある会社に集配して

もらい、道東地域の港から出荷している。

・ 現在地、車との連結状況などが分かるシャーシ（トレーラーに連結

する荷台）の管理システムを利用している。

Ｊ事業者 片荷輸送対策 

モーダルシフ

ト 

・ 荷主と交渉し片荷輸送を削減している。

・ 道央地域の 2 市町村の間で行っている輸送においてモーダルシフ

トを実施している。

（注） 当局の調査結果による。 
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図表 1-⑶-⑪ 物流の効率化を進める上での課題 

事業者名 課題の類型 物流の効率化を進める上での課題 

Ｂ事業者 片荷輸送対策 車両を大型化する場合、帰り荷の確保が課題である。 

Ｄ事業者 運転者の適正や希  配車の見直しによる物流の効率化を進める上で課題となったの

望を考慮した配車 は、①高い技術が必要で、特定の運転者しか対応できない配送ルー

の見直し トがあること、②配送ルートや配送に伴う作業について運転者の

好みがあったことである。配車を見直す際は、運転者の気持ちを考

慮しながら無理強いしないようにした。 

Ｆ事業者 基礎データの収集 部門別、日別、月別、運転者別の配達件数、個数等の情報をデー

タ化することで、配送ルートの変更などの取組を円滑に進められ

るが、事業者の多くを占める当社のような中小企業では大手企業

のように簡単にデータ化できるようなシステムを導入できない。 

このため、当社では日頃から運転者が配達した荷物の件数、個

数、売上げ、運行キロ数、運行時間数、デジタルタコグラフ（運行

記録計）による運転記録、運転者による業務日報の内容を翌日に管

理者がデータ入力することで対応している。 

（注） 当局の調査結果による。 

図表 1-⑶-⑫ 物流の効率化に関する取組事例集についての意見 

事業者名 取組事例集についての意見 

Ａ事業者 中小企業向けの取組事例集を見たが、資金のある企業でなければ導入が難しいシステ

ムの導入事例が掲載されており、想定している中小企業の規模が大きいと感じる。

Ｂ事業者 発着荷主を巻き込んで取り組む必要があるため、実際に取組を行うのは難しい。 

 なお、可能であれば、デジタルピッキングシステム（注 2）や倉庫作業の自動化など

を導入したいが、取り扱っている荷物の量からみて費用対効果が得られないと考えてい

る。 

Ｃ事業者  「物流 DX 導入事例集」のほか、トラック協会等から配布される資料については承知

している。物流 DX に関連する新しい機器についてはベテランの運転者が対応できない

可能性があることに加え、新たな投資が必要になることから、事例集を参考にしても直

ちに導入するという判断にはならない。物流 DX だけでなく、その他の物流の効率化に

ついて必要性があれば導入を検討する。 

Ｄ事業者  運送会社は扱う品目や車種によって、運転者の作業内容などが大きく異なるので、取

組事例集は、扱い品目別、車種別にした方がよいと考える。 

Ｆ事業者  事例集を見て、省人化、省エネ、効率化の重要性を認識し、システム導入への意識は

高まったが、当社にはシステムを導入するための資金がない。 

Ｈ事業者 全国の取組が掲載されているため参考になるが、事業者でも運送する荷物・内容によ

っては事業形態が異なるため、参考にならない場合もある。 

Ｉ事業者  取組事例集は附帯作業等を削減する取組などが主に掲載されているが、当社は荷主に

対して附帯作業の削減を強く伝えてきたため、それほど参考になる取組はない。 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 デジタル表示器を利用した作業支援システム。作業者は、表示器のランプが光った場所に足を運び、表

示された数だけ商品を取り出す。これにより、正確かつ迅速なピッキング作業が可能となる。 
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２ 一般貨物自動車運送事業の安全対策 

調査結果等 説明図表番号 

総合物流施策大綱では、物流標準化等の施策を講ずるに当たり、輸送の

安全の確保が大前提とされている。特に、貨物輸送の 9 割以上をトラック

等の自動車輸送が担う北海道においては、輸送の安全を確保するため、事

業者自らが安全対策を確実に実施することが一層求められている。また、

事業者の安全対策を推進するためには、関係行政機関による事業者に対す

る監査等が重要である。これらの安全対策に関しては、法令において次の

とおり定められている。 

【制度の概要等】 

⑴ 一般貨物自動車運送事業者の安全対策

事業者は、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83号。以下「運送

事業法」という。）第 18 条の規定に基づき、事業用自動車の運行の安全

の確保に関する業務を行わせるため、運行管理者を選任しなければなら

ないこととされている。運行管理者は、貨物自動車運送事業輸送安全規

則（平成 2年運輸省令第 22号。以下「輸送安全規則」という。）第 20条

の規定において、ⅰ）勤務時間及び乗務時間の範囲内において乗務割を

作成し、これに従い運転者を事業用自動車に乗務させること（注 1）、ⅱ）

運行の安全の確保等に関して、従業員に対する指導及び監督を行うこと

（注 2）、ⅲ）運転者に対して点呼を行い、その記録を保存すること（注 3）

等とされている。 

また、事業者は、運送事業法第 27条の規定に基づき、その名義を他人

に一般貨物自動車運送事業等のため利用させてはならない（以下、ここ

で禁止されている行為を「名義貸し」という。）こととされているほか、

事業者等の自動車を使用する者は、道路運送法（昭和 26年法律第 183 号）

第 95 条の規定に基づき、その自動車の外側に使用者の名称等を見やすい

ように表示（以下「車体表示」という。）しなければならないこととされ

ている。 

(注 1) 事業者は、輸送安全規則第 3条第 4項の規定に基づき、休憩又は睡眠のための時

間及び勤務が終了した後の休息のための時間が十分に確保されるように、改善基

準告示に従って、運転者の勤務時間及び乗務時間を定め、当該運転者にこれらを

遵守させなければならないこととされている。 

(注 2) 事業者は、輸送安全規則第 10 条の規定に基づき、貨物自動車運送事業者が事業

用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針（平成 13年国土交通省告示第

1366号。以下「指導及び監督の指針」という。）により、運転者に対する指導及び

監督を毎年実施し、その日時、場所及び内容並びに指導及び監督を行った者及び

受けた者を記録し、かつ、その記録を営業所において 3 年間保存することとされ

ている。 

(注 3) 事業者は、輸送安全規則第 7条の規定に基づき、事業用自動車の乗務を開始しよ 
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うとする運転者に対し、対面（運行上やむを得ない場合は電話その他の方法）によ 

り点呼を行い、ⅰ）点呼を行った者及び点呼を受けた運転者の氏名、ⅱ）点呼の日 

時、ⅲ）点呼の方法等を記録し、その記録を 1年間保存することとされている。 

⑵ 地方運輸局による一般貨物自動車運送事業者の安全対策に対する監査

国土交通大臣は、運送事業法第 60条の規定に基づき、その職員に事業

者の事務所その他の事業場に立ち入り、業務若しくは経理の状況若しく

は事業の用に供する施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関

係者に質問させることができることとされており、法令違反の事実が確

認された場合には、運送事業法第 33条の規定に基づき、事業の停止の命

令又は許可の取消しを行うことができることとされている。これらにつ

いては、貨物自動車運送事業法施行規則（平成 2年運輸省令第 21号）第

42 条の規定において、地方運輸局長に権限の委任等が行われている。 

  また、自動車運送事業等監査規則（昭和 30 年運輸省令第 70 号。以下

「監査規則」という。）第 4条第 1項及び第 4項の規定に基づき、国土交

通大臣は、一般貨物自動車運送事業に関する監査計画を定めることとさ

れており、地方運輸局長もこれに重複しない範囲内で監査計画を定める

ことができるとされている。監査計画は、監査規則第 4 条第 5 項の規定

に基づき、年度ごとに監査の対象、監査の時期、監査の分担、監査事項

その他の監査の実施の概要について定めるものとされており、監査は、

監査規則第 5 条の規定により、監査計画に基づいて行うこととされてい

る。 

なお、事業者に対する監査の種類は、「自動車運送事業（一般貸切旅客

自動車運送事業を除く。）の監査方針について」（平成 25年北海道運輸局

公示第 35 号。以下「監査方針」という。）において、ⅰ）引き起こした

事故又は疑いのある法令違反の重大性に鑑み、厳格な対応が必要と認め

られる事業者に対して、全般的な法令遵守状況を確認する特別監査、ⅱ）

特別監査に該当しないものであって、監査を実施する端緒に応じた重点

事項を定めて法令遵守状況を確認する一般監査、ⅲ）事業用自動車の運

行実態等を確認するため、街頭において事業者を特定せずに実施する街

頭監査の三つとされている。 

【調査結果】 

 今回、北海道運輸局による事業者に対する監査等の実施状況及び北海道

内の事業者の安全対策の実施状況について調査した結果、次のような状況

がみられた。 

⑴ 北海道運輸局による監査等の実施状況

ア 北海道運輸局による一般監査の実施状況

図表 2-⑴-① 
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① 北海道運輸局による平成 29 年度から令和 3 年度までの一般監査

の実施事業者数は、表 2-⑴-①のとおり、毎年度減少しており、平成

29 年度（111 事業者）と令和 3 年度（37 事業者）を比較すると、

66.7％（74 事業者）減少している。北海道運輸局は、この理由につ

いて、「地方運輸支局における事業者に対する監査以外の業務量（ト

ラック事業のほか、バス事業やタクシー事業に関する業務等）の増

加に加え、定員削減による慢性的な人員不足により、一般監査の件

数が減少した。特に地方運輸支局において監査体制の維持が年々困

難になっている。令和 2 年度及び 3 年度については、新型コロナウ

イルス感染症等の関連業務の増加に加えて、対面による監査の機会

が減少したため、件数が著しく減少した。」と説明している。 

表 2-⑴-① 北海道運輸局による一般監査の実施状況（平成 29年度～令和 

3 年度） 

（単位：事業者、％） 

一般監査 
年度 

実施事業者 法令違反(割合) 行政処分(割合) 

平成 29年度 111 97(87.4) 59(53.2) 

平成 30年度 86 79(91.9) 55(64.0) 

令和元年度 53 51(96.2) 51(96.2) 

令和 2年度 44 41(93.2) 41(93.2) 

令和 3年度 37 28(75.7) 27(73.0) 

(注) 1 当局の調査結果による。 

2 「実施事業者」は、一般監査を実施した事業者数 

3 「法令違反」は、一般監査を実施した結果、法令違反の事実を確認した 

事業者数 

4 「行政処分」は、一般監査を実施した結果、法令違反の事実を確認し、 

行政処分等（営業区域の廃止に係る事業計画の変更命令、事業の停止処分、 

自動車等の使用停止処分、警告、勧告をいう。）を行った事業者数 

② 北海道運輸局は、監査規則第 4条第 4項の規定に基づき、毎年度、

地方運輸支局別に監査計画を策定し、当該年度の監査対象事業者を

定めている(注)。しかし、監査計画に基づく監査対象事業者のうち、

当該年度に一般監査が実施された事業者の割合を当局が調査したと

ころ、表 2-⑴-②のとおり、令和元年度が 24.4％、2年度が 31.0％、

3 年度が 29.6％となっており、監査計画に基づく監査対象事業者の

3 分の 2 以上は、計画年度中に一般監査が実施されていない状況が

みられた。また、監査の実施率には地方運輸支局ごとのばらつきが

あり、上記の水準をさらに下回る支局もみられたほか、監査計画に

基づく一般監査の実施件数が 0件の支局もみられた。 
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これについて、北海道運輸局は、「現在、各地方運輸支局において、

人員的な問題により監査が実施できない状況を改善するべく、北海

道運輸局から各地方運輸支局に対して、監査の実施時に職員を派遣

するなどの積極的な支援の実施に着手している。」と説明している。 

なお、前述のとおり、監査は、監査計画に基づいて行うこととされ

ているほか、特に必要と認められる場合には、監査計画に基づかな

い監査を行うことができることとされている。このため、北海道運

輸局は、監査計画の監査対象事業者より優先するべき事業者がある

場合には、監査計画に基づかない事業者に対する監査を優先的に実

施しており、監査計画に基づかない一般監査の実施状況は、令和元

年度が 23事業者、2年度が 13事業者、3年度が 5事業者となってい

る。 

 (注) 北海道運輸局の一般監査は、監査方針において、ⅰ）事業用自動車の運転者

が悪質違反を引き起こした又は引き起こしたと疑われる事業者、ⅱ）北海道労

働局等からの通報により法令違反の疑いがある事業者、ⅲ）その他事故、法令

違反、事件、苦情等の状況を勘案し、監査を行うことが必要と認められる事業

者等を対象とすることとされている。同局は、これらに該当する事業者の中か

ら、監査の実施が必要と判断された事業者を監査対象事業者として選定して

いる。 

表 2-⑴-② 地方運輸支局別の監査計画に基づく一般監査の実施状況（令和元

年度～3年度） 

（単位：事業者、％） 

管轄 

支局 

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

監査計画 一般監査 監査計画 一般監査 監査計画 一般監査 

札幌 47 13(27.7) 36 14(38.9) 36 8(22.2) 

函館 2 0 (0.0) 2 0 (0.0) 14 11(78.6) 

旭川 12 5(41.7) 13 4(30.8) 11 3(27.3) 

室蘭 26 2 (7.7) 20 2(10.0) 21 0 (0.0) 

釧路 14 5(35.7) 9 5(55.6) 8 5(62.5) 

帯広 19 3(15.8) 14 4(28.6) 14 3(21.4) 

北見 3 2(66.7) 6 2(33.3) 4 2(50.0) 

123 30(24.4) 100 31(31.0) 108 32(29.6) 

 (注) 1 当局の調査結果による。 

2 「管轄支局」は、監査計画又は一般監査の管轄運輸支局 

3 「監査計画」は、監査計画に基づく一般監査対象事業者数 

4 「一般監査」は、監査計画に基づく一般監査対象事業者のうち、当該年度に一般 

監査を実施した事業者数 

  5 「一般監査」の（ ）内は、監査計画に基づく監査対象事業者のうち、当該年度

に一般監査が実施された事業者の割合を示す。 

③ 北海道運輸局は、一般監査の実施後、改善すべき事項があった場

合計 



 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

  

 

 

 

 

      

  

 

  

 

  

  

 

 

 

 

      

合には、改善報告を提出するよう事業者に求めることとしている。

しかし、当局が改善報告の提出状況を調査したところ、令和元年度

の一般監査により行政処分等を行った 51 事業者のうち 8 事業者

（15.7％）において、改善報告が提出されていない状況がみられた。

これについて、北海道運輸局は、「行政処分等を行った際に、改善報

告について事業者に説明しているが、事業者から連絡がない状態で

改善報告の提出期限が近づいてきた場合には、事業者に複数回連絡

し、改善報告の提出を催促するとともに、再度の監査実施を検討し

ている。」と説明している。

しかし、当局が、前述の改善報告未提出の 8 事業者に対する再度

の一般監査の実施状況を調査したところ、表 2-⑴-③のとおり、 6事

業者について、事業が継続されているにもかかわらず令和 3 年度ま

でに一般監査が実施されていない状況がみられた（注）。これについ

て、北海道運輸局は、「令和 2 年度及び 3年度については、新型コロ

ナウイルス感染症等の影響を大きく受ける状況にあり、やむを得な

かった。4年度に順次監査を実施している。」と説明している。

（注） 北海道運輸局は、改善報告が提出されていない 8事業者のうち 2事業者に

ついて、既に事業を廃止又は休止している事業者であるとしている。

表   2-⑴-③ 改善報告が未提出の事業者に対して一般監査を実施していない例 

（

 事業者名  監査年月日  行政処分年月日  備考

 事業者Ⅰ   令和元年   6月  4 日   令和元年   11 月  25日  

事業者Ⅱ   令和元年   8月  27日 令和     2年   4月  23日  

事業者Ⅲ   令和元年   9月  9 日 令和     2年   2月  20日  事業廃止

事業者Ⅳ   令和元年   10 月  31日 令和     2年   3月  16日  事業休止

 事業者Ⅴ 令和     2年   1月  9 日 令和     2年   5月  29日  

事業者Ⅵ 令和     2年   1月  10日 令和     2年   7月  10日  

事業者Ⅶ 令和     2年   1月  28日 令和     2年   7月  15日  

事業者Ⅷ 令和     2年   1月  31日 令和     2年   5月  29日  

注） 当局の調査結果による。 

イ 北海道労働局から北海道運輸局への相互通報の実施状況

北海道運輸局は、北海道労働局から通報があった事業者について、

「自動車運転者の労働条件改善のための相互通報制度について」（注 1）

に基づき、北海道貨物自動車運送適正化事業実施機関による指導（注 2）

の結果、一般監査の実施が必要であると認められた場合には、原則と

して監査計画の監査対象事業者とした上で、一般監査を実施すること

としている（注 3）。北海道労働局から通報のあった事業者数に対する北

海道運輸局の一般監査の実施事業者数の割合は、表 2-⑴-④のとおり、

平成 29年度が 18.8％、 30年度が 14.3％、令和元年度が 12.1％、 2年
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度が   19.0％、3年度が   20.0％となっている。 

なお、北海道労働局から通報があった事業者のうち、一般監査の実

施が必要であると認められ、次年度の監査計画の監査対象事業者とし

て選定された事業者の中には、計画年度に監査が実施されず、北海道

労働局の通報から   2 年以上が経過した後に一般監査を実施しているも

のがみられた。北海道運輸局は、この理由について、「新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響等により、監査実施の機会が大きく減少したこ

とから、他に優先するべき監査を実施したために、予定どおりには監

査を実施することができなかった。」と説明している。 

 （注   1） 第３の１⑵【制度の概要】イ（P.12）参照 

（注   2） 国土交通大臣は、運送事業法第   38条第   1項に基づき、貨物自動車運送に関

する秩序の確立に資することを目的とする一般社団法人等を地方貨物自動車

運送適正化事業実施機関（以下「地方実施機関」という。）として指定するこ

とができる。地方実施機関は、運送事業法第   39条に基づき、この法律に基づ

く命令の遵守に関し一般貨物自動車運送事業者等に対する指導を行うことと

されている。 

（注   3） 北海道運輸局では、北海道労働局から通報があった事業者について、監査計

画の監査対象事業者より優先するべき事業者である場合には、前述のとおり、

当該事業者に対して監査計画に基づかない一般監査を実施している。 

図表 2-⑴-②

表   2-⑴-④ 北海道労働局から通報があった事業者に対する一般監査の実施状況

                           （単位：事業者、％）

（

、 図表 2-⑴-③ 
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  通報があった事業者数  (A)
 年度

   一般監査の事業者数  (B)   実施率  (B/A)

平成      29年度  48 9   18.8

平成      30年度  35 5   14.3

   令和元年度  33 4   12.1

令和    2年度    21 4   19.0

令和    3年度    30 6   20.0

注）1 当局の調査結果による。    

2 「通報があった事業者数(A)」は、北海道労働局から北海道運輸局に対して通報さ

れた事業者数    

  3 「一般監査の事業者数   (B)」は、北海道労働局から通報された事業者のうち、北海

   道運輸局が一般監査を実施した事業者数 

ウ 一般貨物自動車運送事業の安全対策に関する普及啓発・情報提供の

実施状況    

① 北海道運輸局は、新規事業者に対する許可書交付時等の指導講習

自動車運送事業の関係者を対象とした自動車事故防止セミナー、運

行管理者の講習（注   1）の機会、大型トラックの脱輪防止の啓発を目

的とした街頭啓発活動により、事業者に対する安全対策に関する普

及啓発や情報提供を行っているほか、運輸安全マネジメント制度（注 



  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

2）に基づき、事業者の創意工夫した安全対策の取組を把握している。

また、北海道貨物自動車運送適正化事業実施機関においても、3   年に   

1度の巡回指導により、普及啓発や情報提供を行っている。    

(注   1)  事業者は、輸送安全規則第   23条第   1項の規定に基づき、運行管理者に講習

を受けさせなければならないこととされている。 

（注   2） 運輸安全マネジメント制度は、事業者自らが安全管理体制を構築・改善す

ることにより、輸送の安全性を向上させることを目的として、平成   18年   10月

に導入されている。当該制度では、国土交通省が事業者の安全管理体制の実施

状況を確認する運輸安全マネジメント評価を行うこととされ、当該評価では、

創意工夫がなされている事項等について評価を行うとともに、工夫の余地のあ

る事項等について助言を行うこととされている。北海道運輸局では、平成   29

年度に   2 事業者、30 年度に   2 事業者の運輸安全マネジメント評価を実施して

いるが、令和元年度から   3年度までの評価実績はない。    

② 北海道運輸局は、上記①の取組等を通じて、事業者が独自に実施

する安全対策の取組事例を把握する場合があるものの、当該取組事

例について、他の事業者に対する情報提供は実施していない（注   1）。

また、輸送安全規則の一部改正等があった場合には、北海道貨物自

動車運送適正化事業実施機関等を通じて、事業者に通知しているも

のの、地方運輸支局単位での輸送安全規則に関する事業者に対する

説明会は開催していない（注   2）。 

（注   1） 当該取組事例に関する情報提供については、国土交通省ホームページに運

輸安全マネジメント評価に係る好事例が掲載されている。 

（注   2） 北海道運輸局は、地方運輸支局において、事業者に対する呼出指導等の際

に、関係法令の改正状況に関する情報提供を実施していると説明している。 

エ 一般貨物自動車運送事業の車体表示に関する普及啓発等の実施状況 

北海道運輸局は、事業用自動車の車体表示について、令和元年   6 月

に、トラック協会に対して通知文を送付し、同協会の会員に対して事

業用自動車の車体に適正な表示を徹底させるよう依頼している。一方

で、北海道運輸局は、当局の調査時点までに、適正な車体表示のない

車両を把握する具体的な取組や普及啓発を目的とした街頭啓発活動等

は実施していない（注）。 

（注） 北海道運輸局は、令和   4年   10月に「過積載運行防止街頭キャンペーン」を実施

し、車体表示の実施状況を確認したほか、トラック運転者に対して、適正な車体

表示に関するリーフレットの配布を行っていると説明している。    

図表 2-⑴-④

⑵
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 一般貨物自動車運送事業者の安全対策の実施状況 

ア 一般貨物自動車運送事業者の輸送安全規則の遵守状況等   

 ① 当局が実地に調査した   10事業者の中には、表   2-⑵-①のとおり、

ⅰ）運転者の連続運転時間が上限を超過している例、ⅱ）運転者の  



 

 

 

  

   

 

   

 

 

 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休息期間が不足している例、ⅲ）運転者の１か月間の最大拘束時間

を超過している例、ⅳ）運行の安全の確保等に関する従業員に対す

る指導及び監督の記録に不備がある例がみられた。

表 2-⑵-① 輸送安全規則が遵守されていない事例

（

事業者名 輸送安全規則が遵守されていない事例の内容 

Ａ事業者 ・ 連続運転時間が   4 時間を超えている例 

Ｂ事業者 ・ 連続   8時間未満の休息期間で運行している例 

・ 従業員に対する指導及び監督に関する実施内容の記録に不備

がある例（乗務員教育の実施日が未記載） 

Ｇ事業者 ・ 従業員に対する指導及び監督に関する実施内容の記録に不備

がある例（実施内容の一部が未記載） 

Ｈ事業者 ・ １か月間の最大拘束時間（   293時間）を超えている例 

・ 連続運転時間が   4 時間を超えている例 

Ｉ事業者 ・ 乗務前点呼が出勤時間前（おおむね   30 分前）に実施されてい

るものの、拘束時間に算入していない例（乗務前点呼の時間を拘

束時間に算入すれば、１か月間の最大拘束時間が   320 時間(注   2)

を超過する例） 

Ｊ事業者 ・ 運転時間が   2日を平均して   1日   9時間を超えている例 

・ 連続運転時間が   4 時間を超えている例 

、 

注）1 当局の調査結果による。    

     2 運転者の１か月の拘束時間は、原則として   293時間が限度とされている。ただし

1年のうち   6か月までは   320時間まで延長することができる。    

② これらの事業者は、上記①の輸送安全規則が遵守されていない理

由について、表 2-⑵-②のとおり、「運転者の休憩場所が見つからな

いこと」、「繁忙期には労働時間等の基準を遵守できない場合がある

こと」、「荷主からの予定前倒しの要請を断れない場合があること」

などを挙げている。また、事業者からは、北海道運輸局に対して、

「優良な事業者が適正に事業運営を行っていくためにも、運行管理

等がおろそかな事業者を積極的に指導してほしい」との意見もみら

れた。

表 2-⑵-② 輸送安全規則の遵守に関する意見等
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 事業者名  輸送安全規則の遵守に関する意見等の内容
 

 Ａ事業者 休憩場所がすぐには見つからない場合も多く、連続運転時間を
 

遵守できないことがある。北海道運輸局の一般監査の実施件数が
 

少ない。優良な事業者が適正に事業運営を行っていくためにも、労
 働時間や運行管理がおろそかになっている事業者を積極的に指導

 するべきである。  

 Ｂ事業者 8 時間以上の休息期間を確保した運行計画であっても、荷主側か  
 ら予定を前倒しするよう要請があれば、断れない場合がある。  



 Ｅ事業者 荷主は、契約する運送事業者が労働基準等を遵守しているかよ  

りも、行政処分の有無などの公表情報をもとに選択する場合が多  
い。輸送安全規則を遵守して安全運行を確保しようとすると、一定

 
のコストが生じるため、輸送安全規則を遵守しない事業者と比較

 
して運賃が高くなる。この結果、輸送安全規則を遵守しない（運賃

 が割安な）事業者に仕事が流れ、法令を遵守して安全対策を講じて

いる（運賃が割高な）事業者の経営維持が困難になっている。安全  

対策を怠っている事業者に対しては、積極的に監査を実施し、行政  
処分を行ってほしい。 

 
 Ｆ事業者 時間外労働の上限規制を踏まえると、将来的には労働時間等の

 Ｇ事業者

 
 基準を遵守するのは難しい。

 運行管理者は運転者に法令違反等があれば指導を実施している

 Ｈ事業者

 ものの、社内では運転者の立場が強いため、指導に苦労している。  

札幌市内は大型車両が休憩できる場所が少ないため、連続運転  

 Ｉ事業者

 時間を超過してしまうことがある。  
 繁忙期には、労働時間等の基準を遵守できない場合がある。

 

 

 

 

 

   

 

 

  

  

  

 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 当局の調査結果による。 

イ 一般貨物自動車運送事業者の独自の安全対策の実施状況 

当局が書面により調査した   513 事業者では、独自の安全対策として、 図表 2-⑵

表 2-⑵-③のとおり、指導者等を選任・配置するなどの独自の安全対策

を講じているものがあったほか、当局が実地に調査した 10事業者にお

いても、ⅰ）基準以上の運行管理者の配置、ⅱ）ホイール・ナットの緩

みを防止するための取組、ⅲ）運転者の健康状態を把握するなどの取

組がみられた。

表 2-⑵-③ 事業者の独自の安全対策の実施内容（書面調査）

独自の安全対策の実施内容

＜指導者等を選任・配置等したもの＞

・ 新人ドライバーの安全教育を実施するためのインストラクターを選任

・ 常勤保健師による保健・健康指導

・ 外部講師による研修、社内チーム制による学習会の実施

＜デジタルタコグラフやドライブレコーダーを活用したもの＞

・ デジタルタコグラフにより速度・燃費を点数化し、優秀者を表彰

・ デジタルタコグラフによりスピード等を点数化し、給与に反映

・ ドライブレコーダーの画像によるヒヤリハット事例の共有

（注） 当局の調査結果による。

ウ 一般貨物自動車運送事業者の安全対策及び輸送安全規則に関する意

見 

① 当局が実地に調査した 10事業者からは、安全対策及び輸送安全規

則に関する情報提供について、表 2-⑵-④のとおり、ⅰ）質疑応答等
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ができるように地方運輸支局単位で説明会を開催してほしい、ⅱ）

他の事業者がどのような安全対策の取組を行っているのか積極的に

情報提供してほしいなどの意見があった。

表 2-⑵-④ 安全対策及び輸送安全規則に関する意見

  

 

 

 

 

 

 

 

事業者名

Ａ事業者

Ｅ事業者

Ｈ事業者

安全対策及び輸送安全規則に関する意見の内容

事業者が改善基準告示を遵守して運行管理を徹底するために

は、改善基準告示の内容を熟知する必要がある。

他の事業者ではどのような安全対策を講じているのか分から

ないので、他の事業者がどのような安全対策の取組を行っている

のか積極的に情報提供してほしい。

今後、労働時間等の規定・運用が改正される場合には、個別の

ケースに関する疑義について質疑応答等ができるように、地方運

輸支局単位で説明会を開催してほしい。また、他の事業者で先進

的な取組を実施していれば、取り入れていきたいが、他の事業者

の取組を知る機会が少ない。行政側が把握して横展開するべきで

ある。

輸送安全規則に関しては、十分に理解していない規定・基準が

あり、北海道運輸局が地方運輸支局単位で説明会を開催すれば、

多くの事業者が参加するのではないか。

（注） 当局の調査結果による。 

② また、これらの事業者の中には、表 2-⑵-⑤のとおり、輸送安全規

則の規定を誤って認識し、運用している例もみられた。

表 2-⑵-⑤ 輸送安全規則の規定を誤って認識し運用している事例

（
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事業者名

Ｆ事業者

Ｉ事業者

輸送安全規則の規定を誤って認識し運用している事例の内容

運転者に対する指導・監督が義務付けられている 12 の項目の

中に危険物の運搬に関する項目があるが、当社では、危険物を運

ぶ機会はないが義務付けられているため、毎年、危険物の扱いに

ついて指導している (注 2)。

乗務前点呼が出勤時間前（おおむね 30 分前）に実施されてい

るが、乗務前点呼の時間を拘束時間に算入していない (注 3)。

注）1 当局の調査結果による。    

    2 事業者は、輸送安全規則第   10条第   1項の規定に基づき、指導及び監督の指針に

掲げられた   12項目の内容について、運転者に対する指導及び監督を毎年実施する

こととされている。この   12項目のうち「危険物を運搬する場合に留意すべき事項」

については、危険物を運搬しない事業者にあっては実施が義務付けられていない。 

3 拘束時間は、原則として始業時刻から終業時刻までの時間の合計になるが、始業

時刻前に点呼が実施されている場合には、当該点呼も拘束時間に算入することと

なる。 



 

  

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

  

                                                            

  

    

 

 

 

 

  

    

 

 

 

 

エ 一般貨物自動車運送事業者の車体表示に関する意見

当局が実地に調査した 10事業者からは、表 2-⑵-⑥のとおり、ⅰ）

車体表示は事故防止対策として重要である、ⅱ）車体表示のない車両

を積極的に取り締まってほしい、ⅲ）車検（注）の際に車体表示に関す

る普及啓発を実施してほしいとした意見があった。

（注） 「車検」とは、道路運送車両法（昭和 26年法律第 185号）第 62条第 1項に

基づく登録自動車の継続検査を指す（以下同様）。

表 2-⑵-⑥ 事業者の車体表示に関する意見

事業者名 車体表示に関する意見の内容

Ａ事業者 苫小牧港では、約１割のトラックが車体表示のない状態で運行し

ている印象を持っている。車体表示のない車両には名義貸しの疑い

があるほか、安全対策に関する意識が希薄な事業者が多いのではな

いか。適正な車体表示に関する啓発活動に加えて、車体表示のない

車両を取り締まるべきである。

Ｂ事業者 名義貸しを行っている事業者がいることをまれに聞く。名義貸し

等の悪質な行為は、適正化を進める運送業界の機運を削ぐため、車

検時に車体表示をチェックするなど普及啓発を実施してほしい。

Ｃ事業者 車体表示のないトラックを見かけることがある。やましいことが

あって、会社名を表示していないと考えられるので、車検時等に確

認するなどした方がよいと思う。

Ｅ事業者 運転者は、車体表示があることで、運転に関する苦情等がないよ

う安全運転を一層心がけるようになり、その結果、交通事故の防止

にもつながるため、適正に車体表示を行うことは重要。車体表示が

ない車両を見かけるので、指導するべきである。

Ｈ事業者 車体表示のない車両は、安全対策がおろそかになっている印象が

あるので、積極的に取り締まるべきである。

Ｊ事業者 車体表示のない車両を取り締まることは、悪質な事業者を取り締

まることにもつながる。

（注） 当局の調査結果による。

オ 車体表示の実施状況（現地調査結果）

当局がトラック協会により設置・運営されている北海道内のトラッ

クステーション 2か所において、車体表示の実施状況を調査した結果、

表 2-⑵-⑦のとおり、適正に車体表示を行っていない例がみられた。

表 2-⑵-⑦ 車体表示の実施状況に関する現地調査結果

（
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単位：台、％） 

 確認 不適正
 割合 

日  時 場  所  車両   車両   

 (A)  (B) 
 (B/A) 

  令和   4年   11月  4日（金）    札幌トラック  24  1  4.2 

  13時   45分～13時  50分   ステーション



 

 

  

   

     

  

         

  

 

     

 

 

 

  

 

 

 

 

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

令和 4年 11月 4日（金） 苫小牧トラック 

14時 50分～14時 55分 ステーション

8 1 12.5

合 計 32 2 6.3

（注）1 当局の調査結果による。 

2 「確認車両」は、当局の現地調査時に駐車していた事業用貨物自動車の車両数 

3 「不適正車両」は、道路運送法第 95条の規定に基づく使用者の氏名又は名称

（事業者名等）が荷台部、ドア部、キャビンに表示されていない車両数 

4 北海道運輸局が前述の「過積載運行防止キャンペーン」において車体表示の実施

状況を確認した結果、札幌トラックステーションでは 13.0％、苫小牧トラックス

テーションでは 12.5％の車両が未表示であったとしている。

【課題】 

⑴ 北海道運輸局による監査の実施に関する課題

当局が、事業者における輸送安全規則の遵守状況を調査した結果、規

則の一部が遵守されていない例がみられたほか、事業者からは「輸送安

全規則を遵守していない事業者を積極的に指導するべきである」とした

意見があった。

一方、北海道運輸局における平成 29年度から令和 3年度までの一般監

査の実施状況をみると、ⅰ）一般監査の実施事業者数が毎年度減少して

いる状況、ⅱ）一部の事業者から一般監査実施後の改善報告が提出され

ていない状況、ⅲ）改善報告が未提出の事業者に対する再度の一般監査

が実施されていない状況がみられた。これについて、北海道運輸局は、

令和 2 年度及び 3 年度については、新型コロナウイルス感染症の影響を

大きく受ける状況にあったと説明している。また、監査計画に基づく監

査対象事業者については、北海道労働局等からの情報を端緒として、法

令違反の疑いがあるなど監査の実施が必要と判断された事業者が各地方

運輸支局別に選定されているものの、その 3 分の 2 以上について、計画

年度内に一般監査が実施されていない状況がみられた。特に地方運輸支

局の中にはこの傾向が顕著な支局もあった。これについて、北海道運輸

局は、監査対象事業者の一部を次年度の監査計画に繰り越しているほか、

慢性的な人員不足等により監査体制の維持が困難になっている地方運輸

支局に対し、監査の実施時に職員を派遣するなど積極的な支援に着手し

ていると説明している。

このような状況を踏まえると、監査において、改善すべき事項が確認

された場合には、事業者に対し改善報告の提出を徹底させる必要がある

と考えられる。また、改善報告が未提出となっているなど監査の必要性

が高いとみられる事業者に対しては、監査計画において監査実施の優先

順位を上位にした上で、計画的かつ速やかに監査を実施する必要がある

ものと考えられる。
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⑵ 一般貨物自動車運送事業者に対する情報提供に関する課題

当局が事業者における安全対策の実施状況を調査した結果、事故防止

のために独自の安全対策を講じている例がみられた一方で、輸送安全規

則を誤認して運用している例もみられた。事業者からは、「他の事業者が

どのような安全対策を講じているのか把握していないため、周知してほ

しい」、「輸送安全規則の規定が分かりにくいため、地方運輸支局単位で

説明会を開催してほしい」とする意見がみられた。

一方、北海道運輸局では、事業者が独自に実施する安全対策の取組事

例を把握する場合があるものの、これを事業者に情報提供することは行

っていないほか、輸送安全規則の一部改正等があった場合には、北海道

貨物自動車運送適正化事業実施機関等を通じて事業者に通知しているも

のの、事業者から要望がある地方運輸支局単位での輸送安全規則に関す

る説明会は開催していない状況がみられた。

一般貨物自動車運送事業の安全対策を推進するためには、事業者が輸

送安全規則の規定を正確に理解し、これを遵守した上で、輸送の安全性

の向上に努めることが重要である。

このため、事業者が輸送安全規則を十分に理解し、効果的な安全対策

を講ずることができるように、輸送安全規則の規定や事業者が独自に実

施する安全対策の取組事例について、様々な機会を通じて情報提供を実

施することが必要であると考えられる。また、事業者に対する情報提供

の実施に当たっては、事業者の利便性等を考慮し、地方運輸支局単位で

実施することが有効であると考えられる。 

⑶ 一般貨物自動車運送事業の安全対策に関するその他の課題

当局が一般貨物自動車運送事業における車体表示の実施状況について

調査した結果、車両の車体表示が適正に行われていない例がみられた。

また、事業者からは、適正な車体表示のない車両について、「法令で禁止

されている名義貸しの疑いがある」との意見のほか、「車体表示がない事

業者は、安全意識が低い場合が多いので、車体表示に関する普及啓発を

実施するべきである」、「このような法令に違反する車両を取り締まるべ

きである」とした普及啓発や取締りを求める意見がみられた。

北海道運輸局では、大型トラックの脱輪防止の啓発を目的とした街頭

啓発活動等を実施している一方で、当局の調査時点までに適正な車体表

示のない車両を把握する取組や適正な車体表示の普及啓発を目的とした

街頭啓発活動等を実施していなかった。

適正な車体表示による運行を徹底することは、過積載防止や交通事故

防止等の安全性の確保の観点からも重要であり、不適正な車体表示を是

正する取組や、適正な車体表示に関する啓発の必要があると考えられる。
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具体的な方法としては、監査や街頭啓発活動等の機会を利用して不適正

な車体表示の車両を是正する取組を行うとともに、自動車整備工場に対

して適正な車体表示に関する資料を配布するなど、様々な機会を利用し

て車体表示に関する啓発を行うことなどが考えられる。

【所見】

したがって、北海道運輸局は、一般貨物自動車運送事業の安全対策を確

保する観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

⑴ 監査において、改善すべき事項が確認された場合には、事業者に対

し改善報告の提出を徹底させること。また、改善報告が未提出となっ

ているなど監査の必要性が高いとみられる事業者に対しては、監査計

画において監査実施の優先順位を上位にした上で、計画的かつ速やか

に監査を実施すること。 

⑵ 事業者が輸送安全規則を十分に理解し効果的な安全対策を講ずるこ

とができるように、輸送安全規則の規定や事業者が独自に実施する安

全対策の取組事例について、様々な機会を通じて情報提供を実施する

こと。また、事業者に対する情報提供の実施に当たっては、事業者の

利便性等を考慮し、地方運輸支局単位での実施を検討すること。 

⑶ 監査や街頭啓発活動等の機会を利用して、不適正な車体表示を是正

する取組を実施すること。また、自動車整備工場に対して適正な車体

表示に関する資料を配付するなど、適正な車体表示に関する啓発を実

施すること。
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図表 2-⑴-① 自動車運送事業（一般貸切旅客自動車運送事業を除く。）の監査方針について

（平成 25年北海道運輸局公示第 35号）＜抜粋＞

２．監査の種類

事業者に対する監査の種類は、次のとおりとする。 

⑴ 特別監査

引き起こした事故又は疑いのある法令違反の重大性に鑑み、厳格な対応が必要と認められる

事業者に対して、全般的な法令遵守状況を確認する監査を特別監査とする。 

⑵ 一般監査

特別監査に該当しないものであって、３．に掲げる監査を実施する端緒（以下「監査端緒」

という。）に応じた重点事項を定めて法令遵守状況を確認する監査を一般監査とする。 

⑶ 街頭監査

事業用自動車の運行実態等を確認するため、街頭において事業者を特定せずに実施する監査

を街頭監査とする。

３．監査対象事業者

特別監査及び一般監査は、次に掲げる事業者を対象とする。この場合、当該事故又は当該違反

が社会的影響の大きいもの又は悪質なものである場合には特別監査を実施するものとし、それ以

外の場合には一般監査を実施するものとする。

なお、一般監査を実施した事業者において、全般的な法令遵守状況を確認する必要があると認

められた場合は、特別監査に切り替えるものとする。

①・② （略）

③ 事業用自動車の運転者が悪質違反（救護義務違反（ひき逃げ）、酒酔い運転、薬物等使用運

転、妨害運転、無免許運転、酒気帯び運転、過労運転、無資格運転、無車検運行及び無保険運

行をいう。）を引き起こした又は引き起こしたと疑われる事業者

④・⑤ （略）

⑥ 都道府県公安委員会、都道府県労働局、道路管理者等からの通知又は通報により、法令違反

の疑いがある事業者

⑦～㉒ （略）

㉓ その他事故、法令違反、事件、苦情等の状況を勘案し、監査を行うことが必要と認められる

事業者

（注） 下線は当局が付した。

- 59 -



 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

  

  

 

  

  

   

    

 

 

  

    

   

  

 

 

  

   

  

 

 

 

 

 

  

  

   

    

 

 

  

   

    

  

 

 

  

   

  

 

 

 

 

 

  

 

図表 2-⑴-② 通報を受けてから 2年以上が経過した後に一般監査が実施されている例

事業者名 事例の概要

Ｘ事業者 ① 北海道運輸局は、令和元年 12月 12日に北海道労働局から通報を

受け、 2年 1月 6日に函館運輸支局に連絡している。 

② 上記①の連絡を受けた函館運輸支局は、監査の必要があると判断

し、令和 2 年度に当該事業者の一般監査を実施する旨の監査計画を

定めたものの、新型コロナウイルス感染症の影響等により、監査の

実施機会が大きく減少したことから、他の優先するべき監査を実施

したため、予定どおりに監査を実施することができなかったとして

いる。 

③ 函館運輸支局は、北海道労働局の通報を受けてから 2年 3 か月後

の令和 4 年 3月 10 日に一般監査を実施している。

Ｙ事業者 ① 北海道運輸局は、令和 2 年 1 月 16 日に北海道労働局から通報を

受け、同年同月 31 日に函館運輸支局に連絡している。 

② 上記①の連絡を受けた函館運輸支局は、監査の必要があると判断

し、令和 2 年度に当該事業者の一般監査を実施する旨の監査計画を

定めたものの、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、監

査の実施機会が大きく減少したことから、他の優先するべき監査を

実施したため、予定どおりに監査を実施することができなかったと

している。 

③ 函館運輸支局は、北海道労働局の通報を受けてから 2年 1 か月後

の令和 4 年 2月 14 日に一般監査を実施している。

（注） 当局の調査結果による。

図表 2-⑴-③ 安全対策に関する普及啓発・情報提供の主な実施状況（令和 4年度）

名称等 実施内容等 開催場所等

自動車事故防止セ

ミナー

事業用自動車の事故防止を目的として、自動車

運送事業に携わる関係者を対象に開催

・ 講演①「事業用自動車総合安全プラン 2025と

その取組等について」（国土交通省自動車局）

・ 講演②「当社が取り組む事故防止対策につい

て」（北海道フーズ輸送 (株)）

・ 講演 ③「乗務員一人ひとりが自ら安全考動でき

る企業文化の醸成について」（自動車事故対策機

構札幌主管支店）

札幌市内 

(Web参加可 )

大型トラックの脱

輪防止啓発を目的

とした街頭検査

大型トラックの脱輪事故防止を目的として、街

頭で大型トラックのホイールボルト・ナットの状

況を確認

・ 北海道（不正軽油取締り）や北海道開発局（特

殊車両取締り）と連携して実施

・ 令和 4年度は 9回以上の実施を予定

苫小牧市内

江別市内

岩見沢市内

北斗市内

（注） 当局の調査結果による。 
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図表   2-⑴-④ 事業用自動車の車体表示の指導について（令和元年   6月   18日付け北海道運

輸局自動車交通部長通知） 
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（注） 北海道運輸局の資料による。    
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図表 2-⑵ 事業者の独自の安全対策の実施内容

事業者名 独自の安全対策の実施内容

Ａ事業者 輸送安全規則の規定では運行管理者を 1 名配置すればよいこととされている

が、交通事故防止等の観点から、運行管理者 4名のほか補助者 4名を配置し、ク

ラウド化されたデジタルタコグラフの活用により運行状況等をリアルタイムで

把握し、運転者に対して必要な指示を行っている。

Ｂ事業者 血圧測定により運転者の健康状態を把握している。

Ｃ事業者 ホイール・ナットマーカー（ホイール・ナットが緩んだ場合、それを容易に判

別できるもの）を装着している。

Ｆ事業者 車輪脱輪事故防止のため、ホイール・ナットの緩みを目視で確認することがで

きる道具を使用している。

Ｇ事業者 運転者が携帯型のアルコールチェッカーで計測すると、当該計測データが営業

所に送信・記録される仕組みになっている。

Ｈ事業者 毎朝の朝礼において、運転者に対して安全運転に関する具体的な注意事項を伝

達している。

Ｉ事業者 2 名の運行管理者については、知識が偏らないよう 1 年ずらして講習を受講さ

せている。

Ｊ事業者 飲酒運転防止のため、社内独自の賞罰規定を設けている。

（注） 当局の調査結果による。
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